
中間期ディスクロージャー誌 

2006年（平成18年）4月1日～2006年（平成18年）9月30日 



みずほ信託銀行のプロフィール 

本店所在地 

設立 

営業拠点 

従業員数 

資本金 

総株主数 

単元株主数 

発行済株式総数 

　 

自己資本比率（国際統一基準） 

〒103-8670 東京都中央区八重洲1丁目2番1号 

1925年（大正14年）5月9日 

国内本支店37店舗1出張所 海外駐在員事務所1 

2,860人（単体：就業人数） 

2,472億3,191万3,374円 

129,478名（普通株主数 129,478名、優先株主数 1名） 

126,521名（普通株主数 126,521名、優先株主数 1名） 

61億532万1,201株 

（普通株式50億2,475万5,829株、優先株式10億8,056万5,372株） 

13.69％（連結） 

1925年（大正14年）  5月 

1926年（大正15年）  2月 

1933年（昭和  8年）  2月 

1948年（昭和23年）  8月 

1952年（昭和27年）  6月 

1999年（平成11年）  4月 

1999年（平成11年）10月 

　 

2000年（平成12年）10月 

2002年（平成14年）  4月 

2003年（平成15年）  3月 

共済信託株式会社設立（本店 大阪） 

安田信託株式会社に改称 

本店を東京に移転 

中央信託銀行株式会社に改称、銀行業務開始 

安田信託銀行株式会社に改称 

第一勧業富士信託銀行発足 

安田信託銀行から第一勧業富士信託銀行へ 

「年金」「証券管理」「証券代行」の3部門を営業譲渡 

第一勧業富士信託銀行と興銀信託銀行が合併し、（旧）みずほ信託銀行発足 

安田信託銀行がみずほアセット信託銀行へ改称 

みずほアセット信託銀行と（旧）みずほ信託銀行が合併し、「みずほ信託銀行」発足 

（2006年9月30日現在） 

沿革 
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中間連結貸借対照表 

中間連結損益計算書 

中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書 

中間連結キャッシュ・フロー計算書 

監査結果の報告（連結） 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

最近2中間連結会計期間及び直近の連結会計年度に 

おける主要な経営指標等の推移 

中間貸借対照表 

中間損益計算書 

中間株主資本等変動計算書 

監査結果の報告 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

事業の種類別セグメント情報 

所在地別セグメント情報 

国際業務経常収益 

信託財産残高表 

金銭信託等の受入残高 

金銭信託等の運用残高 

元本補てん契約のある信託 

貸付信託勘定 

 

 

業務粗利益 

業務純益 

利益率 

資金運用・調達勘定 

受取利息・支払利息の分析 

資金粗利鞘 

役務取引の状況 

その他業務利益の内訳 

営業経費の内訳 

■　オフバランス取引の状況 

 

■　営業の概況／資金部門 

（1） 

（2） 

（3） 

（4） 

 

■　営業の概況／投融資部門 

（1） 

（2） 

（3） 

（4） 

（5） 

（6） 

（7） 

（8） 

（9） 

（10） 

（11） 

（12） 

（13） 

（14） 

（15） 

（16） 

（17） 

 

■　資本金・株式の状況等 

（1） 

（2） 

（3） 

（4） 

（5） 

（6） 

（7） 

総資金量の推移 

預金・譲渡性預金 

定期預金の残存期間別残高 

信託期間別元本残高 

 

 

貸出金の残高 

貸出金の使途別内訳 

貸出金の残存期間別残高 

貸出金の担保別内訳 

貸出金の業種別内訳 

貸出金の契約期間別残高 

中小企業等に対する貸出金 

個人向け貸出金の残高 

支払承諾見返の担保別内訳 

有価証券種類別残高 

有価証券残存期間別残高 

貸出金及び有価証券の預金に対する割合 

リスク管理債権の残高 

金融再生法施行規則に基づく開示債権の残高 

貸倒引当金内訳 

貸出金の償却額 

特定海外債権残高 

 

 

資本金の推移 

発行済株式数の推移 

自己資本比率 

株式の所有者別状況 

株式の所有数別状況 

１株当たり情報（単体） 

大株主の状況 
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財務データ　目次 
■　中間財務諸表等 

（1） 

（2） 

（3） 

（4） 

（5） 

（6） 

（7） 
 

（8） 

（9） 

（10） 

（11） 

（12） 

（13） 

（14） 

（15） 

（16） 

（17） 

（18） 

（19） 

（20） 

 

■　損益の状況 

（1） 

（2） 

（3） 

（4） 

（5） 

（6） 

（7） 

（8） 

（9） 

 

■　有価証券の時価等 

 

■　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
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54

57
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70
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現金預け金 

コールローン及び買入手形 

買入金銭債権 

特定取引資産 

有価証券 

貸出金 

外国為替 

その他資産 

動産不動産 

有形固定資産 

無形固定資産 

繰延税金資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

資産の部合計 

328,686 
137,495 
251,430 
41,744 

1,730,262 
3,531,314 
4,287 

210,551 
47,680 

ー 
ー 

6,158 
45,723 

△32,802 
6,302,531

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

224,762 
224,910 
224,092 
30,731 

1,785,137 
3,639,911 

376 
193,082 

ー 
36,241 
27,751 
441 

39,711 
△34,532 
6,392,618

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（1）中間連結貸借対照表〈資産〉 （単位：百万円） 

345,371 
150,620 
152,403 
26,884 

1,874,077 
3,277,879 

331 
219,201 
47,562 

ー 
ー 

38,992 
48,135 

△47,337 
6,134,122

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

■中間財務諸表等
※各資料は表記単位未満を切捨てて表示しております。
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預金 

譲渡性預金 

コールマネー及び売渡手形 

債券貸借取引受入担保金 

特定取引負債 

借用金 

外国為替 

社債 

信託勘定借 

その他負債 

賞与引当金 

退職給付引当金 

信託偶発損失引当金 

繰延税金負債 

支払承諾 

負債の部合計 

少数株主持分 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

自己株式 

資本の部合計 

負債、少数株主持分及び資本の部合計 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

自己株式 

株主資本合計 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

為替換算調整勘定 

評価・換算差額等合計 

少数株主持分 

純資産の部合計 

負債及び純資産の部合計 

2,913,835 
497,500 
725,372 
434,174 
30,101 
72,899 

6 
162,200 
1,003,866 
47,286 
2,219 
10,592 
12,139 
8,674 
39,711 

5,960,581 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

247,231 
15,373 
63,213 
△96 

325,723 
103,936 
△13 
△152 
103,770 
2,544 

432,037 
6,392,618

2,435,189 
562,230 
810,869 
242,712 
31,201 
3,331 
6 

181,400 
1,351,929 
52,460 
1,933 
9,408 
ー 
875 

48,135 
5,731,685 
1,889 

247,231 
12,215 
67,030 
74,670 
△529 
△71 

400,548 
6,134,122 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

中間連結貸借対照表〈負債及び純資産（負債、少数株主持分及び資本）〉 

2,550,759 
577,940 
1,061,143 
169,806 
45,431 
23,315 

6 
177,500 
1,124,099 
48,598 
1,976 
10,417 
12,010 
918 

45,723 
5,849,647 
2,554 

247,231 
15,377 
80,486 
107,235 

83 
△84 

450,330 
6,302,531 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

（単位：百万円） 
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（　　　　　　　　　） 
平成１７年度中間期 
２００５年４月１日から 
２００５年９月３０日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度中間期 
２００６年４月１日から 
２００６年９月３０日まで 

（2）中間連結損益計算書 

127,953 
32,880 
39,772 

（27,170） 
（9,827） 
39,107 
533 
3,854 
11,805 
87,625 
14,337 
（5,569） 
8,395 
7 

219 
53,071 
11,593 
40,327 
511 
149 

40,689 
867 

15,831 
93 

23,896

（単位：百万円） 

257,400 
77,948 
75,724 
（52,865） 
（19,881） 
81,855 
1,005 
3,125 
17,740 
185,129 
29,576 
（7,284） 
18,881 

3 
5,425 
96,909 
34,334 
72,270 
15,491 
21,635 
66,126 
1,757 
20,955 
639 

42,773

115,989 
33,680 
36,753 
（26,883） 
（8,392） 
35,020 
664 
2,695 
7,176 
81,145 
14,802 
（3,843） 
8,061 
0 
43 

48,485 
9,751 
34,844 
5,062 
2,304 
37,602 
807 

10,477 
153 

26,163

経常収益 

　信託報酬 

　資金運用収益 

　　（うち貸出金利息） 

　　（うち有価証券利息配当金） 

　役務取引等収益 

　特定取引収益 

　その他業務収益 

　その他経常収益 

経常費用 

　資金調達費用 

　　（うち預金利息） 

　役務取引等費用 

　特定取引費用 

　その他業務費用 

　営業経費 

　その他経常費用 

経常利益 

特別利益 

特別損失 

税金等調整前中間（当期）純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

少数株主利益 

中間（当期）純利益 
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12,215 
3,162 
7 

3,154 
15,377 

 
49,041 
42,773 
42,773 
11,328 
8,174 
3,154 
80,486 

 
12,215 

0 
0 
ー 

12,215 
 

49,041 
26,163 
26,163 
8,174 
8,174 
ー 

67,030

（単位：百万円） 

（資本剰余金の部） 

資本剰余金期首残高 

資本剰余金増加高 

　自己株式処分差益 

　合併に伴う資本剰余金増加高 

資本剰余金中間期末（期末）残高 

（利益剰余金の部） 

利益剰余金期首残高 

利益剰余金増加高 

　中間（当期）純利益 

利益剰余金減少高 

　配当金 

　合併に伴う利益剰余金減少高 

利益剰余金中間期末（期末）残高 

（3）中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書 

平成１７年度中間期 
２００５年４月１日から 
２００５年９月３０日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

中間連結株主資本等変動計算書 

直前連結会計年度末残高 

中間連結会計期間中の変動額 

　剰余金の配当 

　中間純利益 

　自己株式の取得 

　自己株式の処分 

　自己株式の消却 

株主資本以外の項目の中間連結会計 
期間中の変動額（純額） 

中間連結会計期間中の変動額合計 

中間連結会計期間末残高 

247,231 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー
 
 
ー 

247,231

15,377 
 
ー 
ー 
ー 
1 

△5 

ー
 
 

△3 
15,373

80,486 
 

△8,174 
23,896 

ー 
ー 

△32,994 

ー 
 

△17,272 
63,213

△84 
 
ー 
ー 

△33,012 
1 

32,999 

ー
 
 

△11 
△96

343,010 
 

△8,174 
23,896 

△33,012 
2 
ー 

ー
 
 

△17,287 
325,723

107,235 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

△3,298 
 

△3,298 
103,936

ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

△13 
 

△13 
△13

83 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

△236 
 

△236 
△152

107,319 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

△3,548 
 

△3,548 
103,770

2,554 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

△10 
 

△10 
2,544

452,884 
 

△8,174 
23,896 

△33,012 
2 
ー 

△3,559 
 

△20,847 
432,037

（単位：百万円） 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本 合計 

株主資本 評価・換算差額等 

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数 
株主持分 

純資産 
合計 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

中間連結剰余金計算書 
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（次頁へ続く） 

（単位：百万円） （4）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 
40,689 
7,100 
ー 

△10 
1,730 
129 
243 
174 

△39,772 
14,337 

△11,502 
△4,668 

ー 
149 

11,012 
△15,330 
△108,597 
364,515 
△80,440 
50,583 

△61,535 
△60,201 
△335,770 
264,367 
3,910 
0 

△120,233 
39,537 

△13,259 
1,571 

△51,266 
△1,116 
△52,383

 
66,126 
13,731 
2,129 
349 

△18,168 
12,010 
189 
1,492 

△75,724 
29,576 
△4,894 
△21,099 
△418 
ー 

△7,694 
5,050 

△237,911 
△314,859 
59,220 
△45 
53,232 

△174,839 
380,772 
△44,899 
△2,920 

0 
△25,220 
78,164 

△33,186 
3,914 

△255,922 
△1,775 

△257,697

 
37,602 
4,318 
1,713 
98 

△3,633 
ー 
146 
483 

△36,753 
14,802 
△3,958 
△11,030 
△551 
ー 

7,165 
△9,180 
15,523 

△423,141 
43,510 
△29 
32,582 

△89,234 
130,499 
28,006 
1,034 
0 

202,608 
37,400 

△18,253 
△135 

△38,405 
△529 

△38,935

Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー 

　 　税金等調整前中間（当期）純利益 

　 　減価償却費 

　 　減損損失 

　 　持分法による投資損益（△） 

　 　貸倒引当金の増加額 

　 　信託偶発損失引当金の増加額 

　 　賞与引当金の増加額 

　 　退職給付引当金の増加額 

　 　資金運用収益 

　 　資金調達費用 

　 　有価証券関係損益（△）　  

　 　為替差損益（△） 

　 　動産不動産処分損益（△） 

　 　固定資産処分損益（△） 

　 　特定取引資産の純増（△）減 

　 　特定取引負債の純増減（△） 

　 　貸出金の純増（△）減 

　 　預金の純増減（△） 

　 　譲渡性預金の純増減（△） 

　 　借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 

　 　預け金（日銀預け金等を除く）の純増（△）減 

　 　コールローン等の純増（△）減 

　 　コールマネー等の純増減（△） 

　 　債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 

　 　外国為替（資産）の純増（△）減 

　 　外国為替（負債）の純増減（△） 

　 　信託勘定借の純増減（△） 

　 　資金運用による収入 

　 　資金調達による支出 

　 　その他 

　 　小計 

　 　法人税等の支払額 

　 営業活動によるキャッシュ・フロー 

（　　　　　　　　　） 
平成１７年度中間期 
２００５年４月１日から 
２００５年９月３０日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度中間期 
２００６年４月１日から 
２００６年９月３０日まで 
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（5）監査結果の報告（連結）

証券取引法監査
本誌に記載の中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算
書は、新日本監査法人より証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査を受け、有用である旨の報告書を受領しております。

（前頁より続く） （単位：百万円） 
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Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー 

　 　有価証券の取得による支出 

　 　有価証券の売却による収入 

　 　有価証券の償還による収入 

　 　動産不動産の取得による支出 

　 　有形固定資産の取得による支出 

　 　無形固定資産の取得による支出 

　 　動産不動産の売却による収入 

　 　有形固定資産の売却による収入 

　 　無形固定資産の売却による収入 

　 投資活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー 

　 　劣後特約付借入による収入 

　 　劣後特約付借入金の返済による支出 

　 　劣後特約付社債の発行による収入 

　 　劣後特約付社債の償還による支出 

　 　少数株主への払い戻しによる支出 

　　 配当金支払額 

　　 少数株主への配当金支払額 

　　 自己株式の取得による支出 

　　 自己株式の売却による収入 

　 財務活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額 

Ⅴ.現金及び現金同等物の増加額 

Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅶ.現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 

（　　　　　　　　　） 
平成１７年度中間期 
２００５年４月１日から 
２００５年９月３０日まで （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度中間期 
２００６年４月１日から 
２００６年９月３０日まで 
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１.連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社 １３社

主要な連結子会社名は、１７ページに記載しているため省略しております。

（２）非連結子会社 該当ありません。

２.持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用の非連結子会社 該当ありません。

（２）持分法適用の関連会社

日本ペンション・オペレーション・サービス株式会社

（３）持分法非適用の非連結子会社 該当ありません。

（４）持分法非適用の関連会社 該当ありません。

３.連結子会社の中間決算日等に関する事項

（１）連結子会社の中間決算日等は次のとおりであります。

６月末日 ６社

９月末日 ７社

（２）中間連結財務諸表の作成に当っては、それぞれの中間決算日等の財

務諸表により連結しております。

中間連結決算日と上記の中間決算日等との間に生じた重要な取引

については、必要な調整を行っております。

４.会計処理基準に関する事項

（１）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る

短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以

下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、

中間連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上

するとともに、当該取引からの損益を中間連結損益計算書上「特定

取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等

については中間連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプショ

ン取引等の派生商品については中間連結決算日において決済した

ものとみなした額により行っております。

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会

計期間中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結

会計年度末と当中間連結会計期間末における評価損益の増減額を、

派生商品については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末に

おけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、その他有価証券で時価のあるもののうち国内株

式については中間連結決算日前１ヵ月の市場価格の平均等、それ以

外については中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原

価は主として移動平均法により算定)、時価のないものについては

移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法に

より処理しております。

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法に

より行っております。

（４）減価償却の方法

① 有形固定資産

当社の有形固定資産の減価償却は、建物については定額法（ただし、

建物附属設備については定率法）、動産については定率法を採用し、

年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：３～５０年

動産：２～２０年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づ

き、主として定率法により償却しております。

② 無形固定資産

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、当社及び連結子会社における

利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却しております。

（５）貸倒引当金の計上基準

当社及び一部の連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・

引当基準に則り、次のとおり計上しております。

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以

下「破綻先」という)に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者

(以下「実質破綻先」という)に係る債権については、以下のなお書き

に記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上してお

ります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥

る可能性が大きいと認められる債務者(以下「破綻懸念先」という)に

係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能

力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一

定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取り

に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権に

ついては、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利

子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とす

る方法(キャッシュ・フロー見積法)により引き当てております。また、

当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積も

ることが困難な債務者に対する債権については、個別的に予想損失

額を算定し、引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等

から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外債権

については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額

を特定海外債権引当勘定として計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資

産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を

監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について

は、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められ

る額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し

ており、その金額は４９,９４６百万円であります。

上記以外の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去

の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

それぞれ引き当てております。

（６）賞与引当金の計上基準

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対

する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を

計上しております。

（７）退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるた

（6）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成１８年度中間期）
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め、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額

を計上しております。また、数理計算上の差異は、各発生連結会計年度

における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数(主として１０年～

１４年)による定額法に基づき按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。

（８）信託偶発損失引当金

信託偶発損失引当金は、信託取引に関して将来発生する可能性のある

損失を個別に合理的に見積もり、必要と認められる額を計上しており

ます。

（９）外貨建資産・負債の換算基準

当社の外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す

関連会社株式を除き、主として中間連結決算日の為替相場による円換

算額を付しております。

連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの中間決算日等

の為替相場により換算しております。

（１０）リース取引の処理方法

当社及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（１１）重要なヘッジ会計の方法

（イ）金利リスク・ヘッジ

当社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の

方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及

び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

２４号。以下「業種別監査委員会報告第２４号」という)に規定する繰延

ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相

場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金

等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎に

グルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フ

ローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利

変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。

また、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に計上している

繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に

関する当面の会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第１５号)を適用して実施しておりました多数の

貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて

総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、

「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間に

わたって、資金調達費用又は資金運用収益として期間配分しており

ます。

なお、当中間連結会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰

延ヘッジ損失は２７,４５１百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利

益は２６,５４２百万円（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

当社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対する

ヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に

関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第２５号。以下「業種別監査委員会報告第２５号」という）

に規定する繰延ヘッジによっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替

変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワッ

プ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務

等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確

認することによりヘッジの有効性を評価しております。

（ハ）連結会社間取引等

デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の

勘定との間（又は内部部門間）の内部取引については、ヘッジ手段と

して指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対し

て、業種別監査委員会報告第２４号及び同第２５号に基づき、恣意性

を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基

準に準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通

貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又

は繰延処理を行っております。

（１２）消費税等の会計処理

当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主

として税抜方式によっております。

５.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結

貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び中央銀行への預け金で

あります。

６.会計基準の変更

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号平成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成

１７年１２月９日）を当中間連結会計期間から適用しております。

当中間連結会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額

は４２９,５０７百万円であります。

なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の改

正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則及び銀行法施行規則に

より作成しております。

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準）

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基

準第１号平成１４年２月２１日）及び「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２号平

成１４年２月２１日）が平成１７年１２月２７日付及び平成１８年８月１１日

付で一部改正され、会社法の定めが適用される処理に関して適用

されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から同会計基

準及び適用指針を適用しております。これによる中間連結貸借対照

表等に与える影響は軽微であります。

７.表示方法の変更

「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が「無尽業

法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第６０号平成

１８年４月２８日）により改正され、平成１８年４月１日以後開始する連

結事業年度から適用されることになったこと等に伴い、当中間連結

会計期間から以下のとおり表示を変更しております。

（中間連結貸借対照表関係）

（１）「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本、評価・換算差額等及

び少数株主持分に区分のうえ表示しております。

（２）純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上してい

たヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のう

え評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しており

ます。

（３）負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に
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表示しております。

（４）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他

資産」に区分して表示しております。

（５）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェア等は、「無形固

定資産」に含めて表示しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

「動産不動産処分損益（△）」は、中間連結貸借対照表の「動産不動産」

が「有形固定資産」、「無形固定資産」等に区分されたことに伴い、「固

定資産処分損益（△）」等として表示しております。

また、「動産不動産の取得による支出」は「有形固定資産の取得によ

る支出」等として、「動産不動産の売却による収入」は、「有形固定資

産の売却による収入」等として表示しております。

注記事項（平成１8年度中間期）

1.中間連結貸借対照表関係

（１）有価証券には、関連会社の株式３８９百万円を含んでおります。

（２）貸出金のうち、破綻先債権額は２,７８７百万円、延滞債権額は１０,０２３

百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の

見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償

却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という)のう

ち、法人税法施行令(昭和４０年政令第９７号)第９６条第１項第３号の

イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じ

ている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権

及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払

を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

（３）貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１,１８１百万円であります。

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日

の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権

に該当しないものであります。

（４）貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６５,５９０百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻

先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであり

ます。

（５）破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩

和債権額の合計額は７９,５８３百万円であります。

なお、上記（２）から（５）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額

であります。

（６）手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計

上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第２４号)に基づき金融取引として処理しております。これにより受

け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替

は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有して

おりますが、その額面金額は３,２１０百万円であります。

（７）担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券 ９４７,３３４百万円

貸出金 ４１７,１３０百万円

担保資産に対応する債務

預金 １５,８８４百万円

コールマネー及び売渡手形 １２０,０００百万円

債券貸借取引受入担保金 ４３４,１７４百万円

借用金 ５０,６００百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保として、有価証

券１７４,６８４百万円、また、未発生の債務の担保として有価証券０百万

円を差し入れております。

関連会社の借入金等の担保として提供している資産はありません。

また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は２,５０３百万円、保証金

は１０,１９６百万円であります。

（８）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か

らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につ

いて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約す

る契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は９６８,９８９

百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意

の時期に無条件で取消可能なものが７８０,９４９百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社及び連結子会社の

将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ

らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の

事由があるときは、当社及び連結子会社が実行申し込みを受けた融

資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付け

られております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証

券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め定めている

社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直

し、与信保全上の措置等を講じております。

（９）有形固定資産の減価償却累計額 ２７,１７５百万円

（１０）有形固定資産の圧縮記帳額 １,３１８百万円

（当中間連結会計期間圧縮記帳額 ー百万円）

（１１）借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が

付された劣後特約付借入金２０,０００百万円が含まれております。

（１２）社債は全額、劣後特約付社債であります。

（１３）当社の受託する元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託

９９５,１３９百万円、貸付信託２３８,４９０百万円であります。

２.中間連結損益計算書関係

（１）その他経常収益には、株式等売却益８,１６５百万円を含んでおります。

（２）その他経常費用には、貸出金償却３,１３８百万円、貸倒引当金繰入額

２,０５０百万円、株式等償却３９７百万円を含んでおります。

３.中間連結株主資本等変動計算書関係

（１）中間連結会計期間中の変動額のうち、剰余金の配当は平成１８年６月

の定時株主総会における利益処分項目であります。

（２）発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 

第一回第一種優先株式 

第二回第三種優先株式 

合計 

直前 
連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間 
連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間 
連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間 
連結会計期間 
末株式数（千株） 

5,024,755 

300,000 

800,000 

6,124,755

― 

― 

― 

― 

― 

19,434 

― 

19,434

5,024,755 

280,565 

800,000 

6,105,321

 

（注） 

摘
要 

（注）第一回第一種優先株式の減少は、自己株式（第一回第一種優先株式）の取得及び消却
（１９,４３４千株）によるものであります。 



（３）自己株式の種類及び株式数に関する事項

（４）配当に関する事項

４.中間連結キャッシュ・フロー計算書関係

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

平成１８年９月３０日現在

現金預け金勘定 ２２４,７６２百万円

定期預け金 △６３,９６６百万円

その他預け金 △１２０,９９６百万円

現金及び現金同等物 ３９,７９９百万円

５.リース取引関係

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

（借主側）
●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間連

結会計期間末残高相当額

動産 その他 合計

取得価額相当額 ９,６０８百万円１,６１１百万円 １１,２１９百万円

減価償却累計額相当額 ６,１７６百万円１,２４８百万円 ７,４２４百万円

中間連結会計期間末残高相当額 ３,４３２百万円 ３６２百万円 ３,７９５百万円
●未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額

１年内 １年超 合計

１,９３０百万円 ３,９００百万円 ５,８３０百万円
●支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 １,１８７百万円

減価償却費相当額 ９９５百万円

支払利息相当額 １００百万円
●減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を１０％として計算した減

価償却費相当額に１０/９を乗じた額を各中間連結会計期間の減

価償却費相当額とする定率法によっております。
●利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各中間連結会計期間への配分方法については、利息

法によっております。
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（２）オペレーティング・リース取引

（借主側）
●未経過リース料 １年内 １年超 合計

８９百万円 ５４４百万円 ６３３百万円

６.有価証券関係

「有価証券の時価等」、「金銭の信託の時価等」及び「その他有価証券

評価差額金」につきましては５９～６３ページに記載しております。

７.デリバティブ取引関係

「デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益」につきましては、

７０～７１ページに記載しております。

８.セグメント情報

４５ページに記載しております。

９.１株当たり情報

１株当たり純資産額 ３３.６７円

１株当たり中間純利益 ４.７５円

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 ２.７２円

（注）１.「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号平成１４年９月２５日）が平成１８年１月

３１日付で改正され、会社法施行日以後終了する中間連結会

計期間から適用されることになったことに伴い、当中間連結

会計期間から同適用指針を適用し、１株当たりの純資産額は

「繰延ヘッジ損益」を含めて算出しております。これによる影

響は軽微であります。

２.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

純資産の部の合計額 ４３２,０３７百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ２６２,８２６百万円

（うち優先株式払込金額 ２６０,２８２百万円）

（うち少数株主持分 ２,５４４百万円）

普通株式に係る中間期末の純資産額 １６９,２１０百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末の普通株式の数

５,０２４,１１４千株

３.１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

１株当たり中間純利益 ４.７５円

中間純利益 ２３,８９６百万円

普通株主に帰属しない金額 ー百万円

（うち利益処分による優先配当額 ー百万円）

普通株式に係る中間純利益 ２３,８９６百万円

普通株式の中間期中平均株式数 ５,０２４,１３４千株

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 ２.７２円

中間純利益調整額 ー百万円

（うち優先配当額 ー百万円）

普通株式増加数 ３,７３０,２３８千株

（うち第一回第一種優先株式 １,７９１,８３８千株）

（うち第二回第三種優先株式 １,９３８,４００千株）

普通株式 

 
第一回第一種 
優先株式 

第二回第三種 
優先株式 

平成18年 
3月31日 

平成18年 
3月31日 

平成18年 
3月31日 

平成18年 
6月27日 

5,024 

1,950 

1,200

1.00 

6.50 

1.50

平成18年 
6月27日 
定時株主総会 

決議 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 
１株当たりの金額 
（円） 基準日 効力発効日 

普通株式 

第一回第一種優先株式 

合計 

直前 
連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間 
連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間 
連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間 
連結会計期間 
末株式数（千株） 

607 

― 

607

43 

19,434 

19,477

8 

19,434 

19,443

641 

― 

641

（注）1 

（注）2

摘
要 

（注）１.普通株式の増加は単元未満株式の買取（４３千株）によるものであり、減少は単元未
満株式の買増請求に応じたこと（８千株）によるものであります。 

２.第一回第一種優先株式の増加及び減少は、取得及び消却（１９,４３４千株）によるもの
であります。 
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（7）最近2中間連結会計期間及び直近の連結会計年度における主要な経営指標等の推移 

127,953 
40,327 
23,896 
432,037 
6,392,618 
33.67円 
4.75円 
2.72円 
13.69％ 

（単位：百万円） 

257,400 
72,270 
42,773 
450,330 
6,302,531 
35.26円 
7.88円 
4.86円 
14.42％ 

115,989 
34,844 
26,163 
400,548 
6,134,122 
25.98円 
5.20円 
2.97円 
13.83％ 

平成１７年度中間期 
（２００５年度中間期） 

連結経常収益 

連結経常利益 

連結中間（当期）純利益 

連結純資産額 

連結総資産額 

連結ベースの１株当たり純資産額 

連結ベースの１株当たり中間（当期）純利益 

連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

連結自己資本比率（国際統一基準） 

 

平成１７年度 
（２００５年度） 

平成１８年度中間期 
（２００６年度中間期） 

113,122 
215,000 

ー 
224,092 
30,731 

1,768,918 
3,646,161 

376 
183,206 

ー 
32,642 
17,115 

ー 
49,236 

△32,207 
6,248,396 

293,321 
70,000 
62,300 
251,430 
41,744 

1,715,086 
3,532,645 
4,287 

193,822 
40,988 

ー 
ー 

5,488 
61,191 

△30,527 
6,241,779

（8）中間貸借対照表〈資産〉 （単位：百万円） 

305,201 
140,000 

ー 
152,403 
26,884 

1,945,197 
3,263,683 

331 
169,841 
40,971 

ー 
ー 

38,723 
118,835 
△40,151 
6,161,923

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

現金預け金 

コールローン 

買入手形 

買入金銭債権 

特定取引資産 

有価証券 

貸出金 

外国為替 

その他資産 

動産不動産 

有形固定資産 

無形固定資産 

繰延税金資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

資産の部合計 
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2,779,120 
502,100 
725,372 
434,174 

ー 
30,101 
80,649 
11 

152,200 
1,003,866 
35,018 
1,570 
10,159 
12,139 
8,187 
49,236 

5,823,908 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

247,231 
15,367 
15,367 
58,530 
4,904 
53,625 
53,625 
△96 

321,032 
103,468 
△13 

103,454 
424,487 
6,248,396

2,492,641 
582,840 
661,543 
169,806 
399,600 
45,431 
37,065 
11 

161,500 
1,124,099 
37,954 
1,345 
10,007 
12,010 

ー 
61,191 

5,797,049 
247,231 
15,371 
15,367 

3 
75,638 
3,269 
72,368 
106,573 
△84 

444,729 
6,241,779 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

2,415,424 
566,930 
678,269 
242,712 
132,600 
31,201 
72,381 

8 
110,100 
1,351,929 
38,054 
1,431 
9,017 
ー 
ー 

118,835 
5,768,897 
247,231 
12,215 
12,212 

2 
60,255 
3,269 
56,985 
73,388 
△65 

393,026 
6,161,923 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

中間貸借対照表〈負債及び純資産（資本）〉 （単位：百万円） 

預金 

譲渡性預金 

コールマネー 

債券貸借取引受入担保金 

売渡手形 

特定取引負債 

借用金 

外国為替 

社債 

信託勘定借 

その他負債 

賞与引当金 

退職給付引当金 

信託偶発損失引当金 

繰延税金負債 

支払承諾 

負債の部合計 

資本金 

資本剰余金 

　　資本準備金 

　　その他資本剰余金 

利益剰余金 

　　利益準備金 

　　中間（当期）未処分利益 

その他有価証券評価差額金 

自己株式 

資本の部合計 

負債及び資本の部合計 

資本金 

資本剰余金 

　　資本準備金 

利益剰余金 

　　利益準備金 

　　その他利益剰余金 

　　　繰越利益剰余金 

自己株式 

株主資本合計 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額等合計 

純資産の部合計 

負債及び純資産の部合計 
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（9）中間損益計算書 

112,302 
32,880 
37,972 

（26,881） 
（9,761） 
28,541 
533 
3,788 
8,586 
72,774 
12,733 
（4,053） 
7,669 
7 

258 
46,221 
5,883 
39,527 
511 
147 

39,891 
22 

15,808 
24,060 

ー 
ー 

（単位：百万円） 

223,289 
77,948 
72,507 
（52,237） 
（18,782） 
59,740 
1,005 
3,159 
8,927 

156,095 
27,883 
（5,735） 
17,219 

3 
5,425 
83,968 
21,594 
67,193 
7,612 
22,518 
52,288 
39 

21,222 
31,027 
41,341 
72,368

97,810 
33,680 
34,470 
（26,134） 
（7,727） 
24,561 
664 
2,735 
1,698 
70,520 
13,866 
（2,991） 
8,702 
0 
43 

40,476 
7,431 
27,290 
1,339 
2,301 
26,328 
14 

10,669 
15,643 
41,341 
56,985

経常収益 

　　信託報酬 

　　資金運用収益 

　　　（うち貸出金利息） 

　　　（うち有価証券利息配当金） 

　　役務取引等収益 

　　特定取引収益 

　　その他業務収益 

　　その他経常収益 

経常費用 

　　資金調達費用 

　　　（うち預金利息） 

　　役務取引等費用 

　　特定取引費用 

　　その他業務費用 

　　営業経費 

　　その他経常費用 

経常利益 

特別利益 

特別損失 

税引前中間（当期）純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

中間（当期）純利益 

前期繰越利益 

中間（当期）未処分利益 

（　　　　　　　　　） 
平成１７年度中間期 
２００５年４月１日から 
２００５年９月３０日まで （　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　） 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで 

平成１８年度中間期 
２００６年４月１日から 
２００６年９月３０日まで 
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（10）中間株主資本等変動計算書 

直前事業年度末残高 

中間会計期間中の変動額 

　剰余金の配当 

　中間純利益 

　自己株式の取得 

　自己株式の処分 

　自己株式の消却 

　株主資本以外の項目の中間 
　会計期間中の変動額（純額） 

中間会計期間中の変動額合計 

中間会計期間末残高 

247,231 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー
 
 
ー 

247,231

15,367 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 
 
ー 

15,367

3 
 
ー 
ー 
ー 
1 

△5 

ー
 
 

△3 
ー 

15,371 
 
ー 
ー 
ー 
1 

△5 

ー
 
 

△3 
15,367

3,269 
 

1,634 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー
 
 

1,634 
4,904

72,368 
 

△9,808 
24,060 

ー 
ー 

△32,994 

ー
 
 

△18,742 
53,625

75,638 
 

△8,174 
24,060 

ー 
ー 

△32,994 

ー
 
 

△17,107 
58,530

△84 
 
ー 
ー 

△33,012 
1 

32,999 

ー 
 

△11 
△96

338,156 
 

△8,174 
24,060 

△33,012 
2 
ー 

ー
 
 

△17,123 
321,032

106,573 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

△3,105
 
 

△3,105 
103,468

ー 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

△13 
 

△13 
△13

106,573 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

△3,118
 
 

△3,118 
103,454

444,729 
 

△8,174 
24,060 

△33,012 
2 
ー 

△3,118 
 

△20,242 
424,487

（単位：百万円） 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 その他資本 剰余金 
資本剰余金 
合計 利益準備金 

株主資本 評価・換算差額等 

その他利益 
剰余金 
繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

自己株式 株主資本 合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等 
合計 

純資産 
合計 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

 

（11）監査結果の報告

証券取引法監査
本誌に記載の中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書は、新日本監査法人より証券取引法第１９３条の２の規定
に基づく監査を受け、有用である旨の報告書を受領しております。
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１. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る

短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以

下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、

中間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上する

とともに、当該取引からの損益を中間損益計算書上「特定取引収益」

及び「特定取引費用」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等

については中間決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引

等の派生商品については中間決算日において決済したものとみなした

額により行っております。

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間会計期

間中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については、前事業年

度末と当中間会計期間末における評価損益の増減額を、派生商品に

ついては前事業年度末と当中間会計期間末におけるみなし決済か

らの損益相当額の増減額を加えております。

２.有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平

均法による原価法、その他有価証券で時価のあるもののうち国内株式

については中間決算日前１ヵ月の市場価格の平均等、それ以外につい

ては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移

動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による

原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券

の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３.デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法に

より行っております。

４.固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

有形固定資産の減価償却は、建物については定額法（ただし、建物

附属設備については定率法）、動産については定率法を採用し、年間

減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～５０年

動産 ２～２０年

（２）無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法により償却しております。

５.引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり

計上しております。

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以

下「破綻先」という)に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者

(以下「実質破綻先」という)に係る債権については、以下のなお書き

に記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上してお

ります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥

る可能性が大きいと認められる債務者(以下「破綻懸念先」という)に

係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能

力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一

定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取

りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権

については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定

利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金と

する方法(キャッシュ・フロー見積法)により引き当てております。ま

た、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積

もることが困難な債務者に対する債権については、個別的に予想

損失額を算定し、引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等

から算出した予想損失率に基づき計上しております。特定海外債権

については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額

を特定海外債権引当勘定として計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産

査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監

査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について

は、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められ

る額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し

ており、その金額は４７,５２６百万円であります。

（２）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対

する賞与の支給見込額のうち、当中間会計期間に帰属する額を計上

しております。

（３）退職給付引当金

退職給付引当金(含む前払年金費用)は、従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を

計上しております。また、数理計算上の差異は、各発生年度における

従業員の平均残存勤務期間内の一定年数(１０年～１４年)による定額

法に基づき按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

（４）信託偶発損失引当金

信託偶発損失引当金は、信託取引に関して将来発生する可能性のあ

る損失を個別に合理的に見積もり、必要と認められる額を計上して

おります。

６.外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会

社株式及び関連会社株式を除き、主として中間決算日の為替相場に

よる円換算額を付しております。

７.リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計

処理によっております。

８.ヘッジ会計の方法

（イ）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、

（12）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成１８年度中間期）
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「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上

の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下

「業種別監査委員会報告第２４号」という)に規定する繰延ヘッジに

よっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を

相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ

手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピング

のうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定す

るヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相

関関係の検証により有効性の評価をしております。

また、当中間会計期間末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッ

ジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面

の会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員

会報告第１５号)を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等

から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する

従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」

で指定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間にわたって、資金調

達費用又は資金運用収益として期間配分しております。

なお、当中間会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッ

ジ損失は２７,４５１百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は２６,５４２

百万円（同前）であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会

計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会

計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第２５号。以下「業種別監査委員会報告第２５号」という）に規定す

る繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法について

は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う

通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ

対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジシ

ョン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を

評価しております。

（ハ）内部取引等

デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間（又

は内部部門間）の内部取引については、ヘッジ手段として指定してい

る金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委

員会報告第２４号及び同第２５号に基づき、恣意性を排除し厳格な

ヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運

営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引

等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を

行っております。

９.消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間会計期間

の費用に計上しております。

１０.会計基準の変更

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号平成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成１７年

１２月９日）を当中間会計期間から適用しております。

当中間会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は

４２４,５０１百万円であります。

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則及び銀行法施行規則の改正に伴い、改正後の

中間財務諸表等規則及び銀行法施行規則により作成しております。

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準）

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基

準第１号平成１４年２月２１日）及び「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２号平成１

４年２月２１日）が平成１７年１２月２７日付及び平成１８年８月１１日付で

一部改正され、会社法の定めが適用される処理に関して適用される

ことになったことに伴い、当中間会計期間から同会計基準及び適用

指針を適用しております。これによる中間貸借対照表等に与える影

響は軽微であります。

１1.表示方法の変更

「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が「無尽業

法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第６０号平成１８

年４月２８日）により改正され、平成１８年４月１日以後開始する事業年

度から適用されることになったこと等に伴い、当中間会計期間から

下記のとおり表示を変更しております。

（中間貸借対照表関係）

（１）「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本及び評価・換算差額等

に区分のうえ表示しております。

（２）「利益剰余金」に内訳表示していた「中間未処分利益」は、「その他

利益剰余金」の「繰越利益剰余金」として表示しております。

（３）純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上していた

ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ評

価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しております。

（４）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資

産」に区分して表示しております。

（５）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェア等は、「無形固定

資産」に含めて表示しております。

注記事項（平成１８年度中間期）

１.中間貸借対照表関係

（１）関係会社の株式総額 １３,１００百万円

（２）貸出金のうち、破綻先債権額は２,６３９百万円、延滞債権額は９,１３９百

万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の

見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償

却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のう

ち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイ

からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい

る貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及

び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を

猶予した貸出金以外の貸出金であります。

（３）貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１,１８１百万円であります。

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日

の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権

に該当しないものであります。

（４）貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６５,５９０百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先
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その他 ５,６０６百万円

（２）その他経常収益には、株式等売却益７,７３５百万円を含んでおります。

（３）その他の経常費用には、貸出金償却３,０００百万円、貸倒引当金繰入

額１,６９２百万円、株式等償却３９７百万円を含んでおります。

３.中間株主資本等変動計算書関係

（１）中間会計期間中の変動額のうち、剰余金の配当は平成１８年６月の定時株

主総会における利益処分項目であります。

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項

４.リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

（借主側）
●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額

動産 その他 合計

取得価額相当額 １,８８４百万円 １７６百万円 ２,０６０百万円

減価償却累計額相当額１,０９０百万円 ８３百万円 １,１７３百万円

中間会計期間末残高相当額 ７９３百万円 ９３百万円 ８８７百万円

●未経過リース料中間会計期間末残高相当額

１年内 １年超 合計

３３８百万円 １,０５４百万円 １,３９２百万円
●当中間会計期間の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 １８８百万円

減価償却費相当額 ２１１百万円

支払利息相当額 ２１百万円
●減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を１０％として計算した減

価償却費相当額に１０／９を乗じた額を各中間会計期間の減価償

却費相当額とする定率法によっております。
●利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各中間会計期間への配分方法については、利息法

によっております。

５.有価証券関係

「有価証券の時価等」、「金銭の信託の時価等」及び「その他有価証券

評価差額金」につきましては６４～６８ページに記載しております。

債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

（５）破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩

和債権額の合計額は７８,５５０百万円であります。

なお、上記（２）から（５）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額

であります。

（６）手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計

上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第２４号)に基づき金融取引として処理しております。これにより受

け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替

は、売却または(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有し

ておりますが、その額面金額は３,２１０百万円であります。

（７）担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券 ９４７,３３４百万円

貸出金 ４１７,１３０百万円

担保資産に対応する債務

預金 １５,８８４百万円

コールマネー １２０,０００百万円

債券貸借取引受入担保金 ４３４,１７４百万円

借用金 ５０,６００百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保として、有価証券

１４７,２１６百万円、また、未発生の債務の担保として有価証券０百万円を

差し入れております。

子会社及び関連会社の借入金等の担保として提供している資産はありません。

また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は２,５０３百万円、保証金は

７,４７６百万円であります。

（８）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客

からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件

について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを

約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

９８５,２８５百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のも

の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが７９７,２４５百万円で

あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッ

シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の

多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由がある

ときは、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の

減額をすることができる旨の条項が付けられております。

また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保の提

供を受けるほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づ

き顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上

の措置等を講じております。

（９）有形固定資産の減価償却累計額 ２５,１１０百万円

（１０）有形固定資産の圧縮記帳額 １,３１８百万円

（当中間会計期間圧縮記帳額 ―百万円）

（１1）借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が

付された劣後特約付借入金３０,０００百万円が含まれております。

（１２）社債は全額、劣後特約付社債であります。

（１３）元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託９９５,１３９百万

円、貸付信託２３８,４９０百万円であります。

２.中間損益計算書関係

（１）減価償却実施額は以下のとおりであります。

建物・動産 ８４６百万円

自己株式 

　普通株式 

　第一回第一種優先株式 

合計 

前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間 
会計期間増加 
株式数（千株） 

当中間 
会計期間減少 
株式数（千株） 

当中間 
会計期間末 
株式数（千株） 

 

607 

― 

607

 

43 

19,434 

19,477

 

8 

19,434 

19,443

 

641 

― 

641

 

（注）1 

（注）2

摘
要 

（注）１.自己株式（普通株式）の増加は単元未満株式の買取（４３千株）によるものであり、減
少は単元未満株式の買増請求に応じたこと（８千株）によるものであります。 

２.自己株式（第一回第一種優先株式）の増加及び減少は取得及び消却（１９,４３４千株）
によるものであります。 
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（　　　　　　　　　） 
平成１７年度中間期 
２００５年４月１日から 
２００５年９月３０日まで （　　　　　　　　　） 

平成１８年度中間期 
２００６年４月１日から 
２００６年９月３０日まで 

（単位：百万円） 

平成１７年度中間期 
（２００５年４月１日から２００５年９月３０日まで） 

111,745 
1 

111,746 
77,265 
34,481

4,244 
647 
4,891 
4,528 
363

115,989 
648 

116,638 
81,793 
34,844

ー 
（648） 
（648） 
（648） 

ー 

115,989 
ー 

115,989 
81,145 
34,844

日　本 

経常収益　外部顧客に対する経常収益 

　　　　　セグメント間の内部経常収益 

　　　　　計 

経常費用 

経常利益 

その他の地域 計 消去または全社 連　結 

（単位：百万円） 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

123,036 
459 

123,496 
83,326 
40,169

4,916 
337 
5,254 
4,636 
617

127,953 
796 

128,750 
87,963 
40,787

ー 
（796） 
（796） 
（337） 
（459） 

127,953 
ー 

127,953 
87,625 
40,327

日　本 

経常収益　外部顧客に対する経常収益 

　　　　　セグメント間の内部経常収益 

　　　　　計 

経常費用 

経常利益 

その他の地域 計 消去または全社 連　結 

（注）当社の本支店及び連結子会社について、地理的な近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と国又は地域ごとに区分の上、一般企業の売上高及び
営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。なお、日本以外の国又は地域（米州、欧州）における経常収益等は、いずれも全セグメントに占める割
合が僅少であるため、その他の地域に一括記載しております。 

（15）国際業務経常収益 

（注）１.一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。 
２.国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金融取引勘定における諸取引並びに海外連結子会社の取引に係る経
常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く）で、こうした膨大な取引を相手先別に区分していないため、国又は地域ごとのセグメント情報は記載しておりません。 

9,566 
127,953 
7.4％ 

9,634 
115,989 
8.3％ 

（単位：百万円） 

国際業務経常収益 

連結経常収益 

国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合 

（14）所在地別セグメント情報 

（13）事業の種類別セグメント情報

連結会社は信託銀行業以外に一部で信用保証業務等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であ
るため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。
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（16）信託財産残高表〈資産〉 （単位：百万円） 

貸出金 

有価証券 

信託受益権 

受託有価証券 

金銭債権 

動産不動産 

地上権 

不動産の賃借権 

その他債権 

コールローン 

銀行勘定貸 

現金預け金 

合計 

966,428 
9,647,000 
30,424,881 
805,727 
6,012,270 
4,734,912 
12,116 
89,070 
132,685 
24,632 

1,003,866 
454,612 

54,308,204

20,122,902 
4,555,451 
6,411 

239,985 
7,091,727 
1,831,426 
5,682,623 
5,947,547 
1,320 

463,288 
8,362,537 
2,981 

54,308,204

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

信託財産残高表〈負債〉 （単位：百万円） 

金銭信託 

年金信託 

財産形成給付信託 

貸付信託 

投資信託 

金銭信託以外の金銭の信託 

有価証券の信託 

金銭債権の信託 

動産の信託 

土地及びその定着物の信託 

包括信託 

その他の信託 

合計 

（注）１.上記残高表には、金銭評価の困難な信託を除いております。 
２.共同信託他社管理財産　当中間会計期間末３,２５３,３５４百万円 
なお、共同信託他社管理財産には、職務分担型共同受託方式による信託財産の該当はありません。 

３.元本補てん契約のある信託の貸出金　当中間会計期間末６５,８９４百万円のうち、延滞債権額は６,８１９百万円、３ヵ月以上延滞債権額は１２３百万円、貸出条件緩和債権額は３５
百万円であります。また、これらの債権額の合計額は６,９７８百万円であります。　 
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 20,122,902 
4,555,451 
6,411 

239,985 
24,924,751

 

（17）金銭信託等の受入残高 （単位：百万円） 

金銭信託 

年金信託 

財産形成給付信託 

貸付信託 

合計 

937，210 
9，592，424 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

937，210 
9，592，424

 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（18）金銭信託等の運用残高 （単位：百万円） 

金銭信託　　　　　貸出金 

　　　　　　　　　有価証券 

年金信託　　　　　貸出金 

　　　　　　　　　有価証券 

財産形成給付信託　貸出金 

　　　　　　　　　有価証券 

貸付信託　　　　　貸出金 

　　　　　　　　　有価証券 

合計　　　　　　　貸出金 

　　　　　　　　　有価証券 

ー 
ー 

240,650 
240,650 
238,490 

ー 
1,604 
555 

240,650

65,894 
61,185 
868,642 
995,722 
995,139 
203 
ー 
379 

995,722

（19）元本補てん契約のある信託 （単位：百万円） 

資産　貸出金 

　　　有価証券 

　　　その他 

　　　計 

負債　元本 

　　　債権償却準備金 

　　　特別留保金 

　　　その他 

　　　計 

金銭信託 貸付信託 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

  

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 
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（20）貸付信託勘定 
〈運用状況表〉 

〈収支状況表〉 

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在）（単位：百万円） 

238,490 
1,604 
555 

240,650 
 

貸出金 

有価証券 

銀行勘定貸 

合計 

信託元本 

特別留保金 

その他 

合計 

ー 
ー 

240,650 
240,650

資産 負債 

（注）貸付信託（収益分配型）及びビッグの合計額であります。 

（単位：百万円） 

平成１８年度中間期（２００６年４月1日から２００６年９月３０日まで） 

2,342 
0 

903 
1,438 
2,301 
2,284 
16 
41

収入 

　　　貸出金利息 

　　　銀行勘定貸利息 

　　　その他の収入 

支出 

　　　信託報酬 

　　　その他の支出 

信託配当 
（注）貸付信託（収益分配型）の１２個のユニットの半年間の決算結果を合算したものであります。 

配当率について
ビッグ・貸付信託（収益分配型）の予想配当率や貯蓄の達人・オールウェイズ・金銭信託・ヒット・スーパーヒットの予定配当率はこれを保証するものでは

なく、これらの信託商品は実績配当商品であります。

運用について
ビッグでお預かりした信託金は、効率的な運用の観点から貸付信託（収益分配型）で運用します。（下図の通り）

ビッグ → 貸付信託（収益分配型）
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（1）業務粗利益 

 
32,880 
24,849 
（259） 
34,284 
9,434 
20,908 
28,534 
7,625 
2,695 
2,695 
ー 

2,484 
2,634 
149 

83,817 
1.56 
 
ー 
388 
3,947 
（259） 
3,558 
△36 
7 
44 

△2,169 
ー 

2,169 
1,045 
1,154 
108 

△771 
△0.23

（単位：百万円、％） 

国内業務部門 

　信託報酬 

　資金運用収支 

 

　　資金運用収益 

　　資金調達費用 

　役務取引等収支 

　　役務取引等収益 

　　役務取引等費用 

　特定取引収支 

　　特定取引収益 

　　特定取引費用 

　その他業務収支 

　　その他業務収益 

　　その他業務費用 

　業務粗利益 

　業務粗利益率 

国際業務部門 

　信託報酬 

　資金運用収支 

　　資金運用収益 

 

　　資金調達費用 

　役務取引等収支 

　　役務取引等収益 

　　役務取引等費用 

　特定取引収支 

　　特定取引収益 

　　特定取引費用 

　その他業務収支 

　　その他業務収益 

　　その他業務費用 

　業務粗利益 

　業務粗利益率 
（次頁へ続く） 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

■損益の状況
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（2）業務純益 

35,390

（単位：百万円） 

業務純益 
（注）業務純益は、銀行の本来的な業務から発生する利益として、以下のように算出されます。すなわち「信託報酬」、貸出・有価証券及び預金などの利息収支からなる「資金運用

収支」、各種手数料などの収支からなる「役務取引等収支」、トレーディング目的で保有する債券、同目的で行うデリバティブ取引等による収支からなる「特定取引収支」及び
債券や外国為替の売買損益などからなる「その他業務収支」を合計した「業務粗利益」から「貸倒引当金繰入額」及び「経費」を控除したものであります。 

（注）１．総資産中間経常（中間純）利益率＝   
中間経常（中間純）利益×３６５÷１８３  

×１００
 

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　総資産（除く支払承諾見返）平均残高 

２．自己資本中間経常（中間純）利益率＝
 　　　　  　　　 中間経常（中間純）利益（優先株式配当総額を除く）×３６５÷１８３  　　　 　 　　 　

×１００
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　｛期首＋期末株主資本及び評価・換算差額等（優先株式にて調達した金額に相当する部分を除く）｝÷２ 

３．当中間期末以外は、旧資本の部を使用しております。 

（3）利益率 中間経常（中間純）利益×３６５/１８３日で年度換算しております。 

1.35 
46.52 
0.82 
28.31

（単位：％） 

 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

総資産中間経常利益率 

自己資本中間経常利益率 

総資産中間純利益率 

自己資本中間純利益率 

（注）１．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引であります。 
　ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 
２．（　　）内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息（内書）であります。 
　　　　　　　　　     業務粗利益 
３．業務粗利益率＝

資金運用勘定平均残高
×１００ 

（前頁より続く） 

 
32,880 
25,238 
37,972 
12,733 
20,871 
28,541 
7,669 
525 
533 
7 

3,530 
3,788 
258 

83,046 
1.50

（単位：百万円、％） 

 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

合計 

　信託報酬 

　資金運用収支 

　　資金運用収益 

　　資金調達費用 

　役務取引等収支 

　　役務取引等収益 

　　役務取引等費用 

　特定取引収支 

　　特定取引収益 

　　特定取引費用 

　その他業務収支 

　　その他業務収益 

　　その他業務費用 

　業務粗利益 

　業務粗利益率 



51

（4）資金運用・調達勘定 
〈国内業務部門〉 

 
（1,745） 
53,532 
34,885 
12,853 
1,943 
1 
87 
4 

52,684 
25,970 
5,266 
6,500 
1,035 
1,121 
683 
 

（2） 
342 
265 
63 
1 
0 
0 
0 
94 
39 
5 
5 
0 
0 
2 
 

1.27 
1.51 
0.99 
0.18 
0.08 
0.01 
0.03 
0.35 
0.30 
0.19 
0.18 
0.18 
0.02 
0.85

（単位：億円、％） 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

平均残高 

 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利息 

 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利回り 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

（注）資金運用勘定の上段（　　）内は国内業務部門と国際業務部門の資金貸借の平均残高及び利息であります。 
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3,315 
159 
2,322 
ー 
ー 
ー 
825 

（1,745） 
3,360 
118 
ー 
258 
1,128 
ー 
108 
 

39 
3 
33 
ー 
ー 
ー 
1 

（2） 
35 
1 
ー 
6 
23 
ー 
1 
 

2.37 
4.40 
2.88 
ー 
ー 
ー 
0.35 
2.11 
2.22 
ー 
4.93 
4.14 
ー 
3.32

（単位：億円、％） 

平均残高 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利息 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利回り 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 
（注）１．資金調達勘定の上段（　　）内は国内業務部門と国際業務部門の資金貸借の平均残高及び利息であります。 

２.国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末のTTMを当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。 

〈国際業務部門〉 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 
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55,102 
35,045 
15,176 
1,943 
1 
87 
830 

54,299 
26,089 
5,266 
6,758 
2,164 
1,121 
792 
 

379 
268 
97 
1 
0 
0 
1 

127 
40 
5 
12 
24 
0 
4 
 

1.37 
1.52 
1.28 
0.18 
0.08 
0.01 
0.35 
0.46 
0.30 
0.19 
0.36 
2.25 
0.02 
1.19

（単位：億円、％） 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

平均残高 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利息 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利回り 

　資金運用勘定 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　資金調達勘定 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

〈合計〉 

（注）国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末のTTMを当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。 
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24 
20 
△2 
0 
0 
0 

△0 
5 
3 

△0 
△0 
0 

△0 
2 
 

12 
△13 
24 
1 
ー 
0 
0 

△3 
7 
3 
5 
0 
0 

△0 
 

37 
7 
22 
1 
0 
0 
0 
1 
10 
3 
5 
0 
0 
2

（単位：億円） 

 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

残高による増減 

　受取利息 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　支払利息 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利率による増減 

　受取利息 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　支払利息 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

純増減 

　受取利息 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　支払利息 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

（5）受取利息・支払利息の分析 
〈国内業務部門〉 

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分する方法に基づき算出しております。 
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△11 
△2 
△10 
ー 
ー 
ー 
△0 
△12 
△0 
ー 
2 

△17 
ー 
△4 
 

10 
1 
9 
ー 
ー 
ー 
0 
1 
0 
ー 
1 
5 
ー 
1 
 

△0 
△0 
△1 
ー 
ー 
ー 
0 

△11 
△0 
ー 
4 

△11 
ー 
△3

（単位：億円） 〈国際業務部門〉 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

残高による増減 

　受取利息 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　支払利息 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利率による増減 

　受取利息 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　支払利息 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

純増減 

　受取利息 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　支払利息 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分する方法に基づき算出しております。 
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14 
19 
△7 
0 
0 
0 

△0 
2 
3 

△0 
0 

△1 
△0 
0 
 

20 
△11 
28 
1 
ー 
0 
0 

△14 
7 
3 
9 

△9 
0 

△0 
 

35 
7 
20 
1 
0 
0 
0 

△11 
10 
3 
9 

△10 
0 

△0

（単位：億円） 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

残高による増減 

　受取利息 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　支払利息 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

利率による増減 

　受取利息 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　支払利息 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

純増減 

　受取利息 

　　うち貸出金 

　　　有価証券 

　　　コールローン 

　　　債券貸借取引支払保証金 

　　　買入手形 

　　　預け金 

　支払利息 

　　うち預金 

　　　譲渡性預金 

　　　コールマネー 

　　　債券貸借取引受入担保金 

　　　売渡手形 

　　　借用金 

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分する方法に基づき算出しております。 

〈合計〉 
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（6）資金粗利鞘 

 
1.27 
0.35 
0.92 
 

2.37 
2.11 
0.26 
 

1.37 
0.46 
0.90

（単位：%） 

国内業務部門 

　資金運用利回り 

　資金調達利回り 

　資金粗利鞘 

国際業務部門 

　資金運用利回り 

　資金調達利回り 

　資金粗利鞘 

合計 

　資金運用利回り 

　資金調達利回り 

　資金粗利鞘 

（7）役務取引の状況 

 
28,534 
22,765 
81 
257 
87 

2,727 
82 
15 

7,625 
136 
 
7 
ー 
ー 
2 
ー 
ー 
ー 
2 
44 
6

（単位：百万円） 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

国内業務部門 

　役務取引等収益 

　　うち信託関連業務 

　　　預金・貸出業務 

　　　為替業務 

　　　証券関連業務 

　　　代理業務 

　　　保護預り・貸金庫業務 

　　　保証業務 

　役務取引等費用 

　　うち為替業務 

国際業務部門 

　役務取引等収益 

　　うち信託関連業務 

　　　預金・貸出業務 

　　　為替業務 

　　　証券関連業務 

　　　代理業務 

　　　保護預り・貸金庫業務 

　　　保証業務 

　役務取引等費用 

　　うち為替業務 

 （次頁へ続く） 



58

（8）その他業務利益の内訳 

2,484 
ー 

2,656 
△171 
1,045 
△38 
1,084 
ー 

3,530 
△38 
3,740 
△171

（単位：百万円） 

国内業務部門 

　うち外国為替売買損益 

　　国債等債券関係損益 

　　その他 

国際業務部門 

　うち外国為替売買損益 

　　国債等債券関係損益 

　　その他 

合計 

　うち外国為替売買損益 

　　国債等債券関係損益 

　　その他 

（9）営業経費の内訳 

12,886 
1,723 
2,571 
6,453 
3,653 
109 
660 
232 
253 
931 
553 
1,512 
14,681 
46,221

（単位：百万円） 

給料・手当 

退職給付費用 

福利厚生費 

減価償却費 

土地建物機械賃借料 

営繕費 

消耗品費 

給水光熱費 

旅費 

通信交通費 

広告宣伝費 

租税公課 

その他 

合計 

28,541 
22,765 
81 
259 
87 

2,727 
82 
18 

7,669 
142

合計 

　役務取引等収益 

　　うち信託関連業務 

　　　預金・貸出業務 

　　　為替業務 

　　　証券関連業務 

　　　代理業務 

　　　保護預り・貸金庫業務 

　　　保証業務 

　役務取引等費用 

　　うち為替業務 

（単位：百万円） 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

（前頁より続く） 
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連結 

1 有価証券の時価等 

335,319 
992,596 
899,082 
11,386 
82,126 
285,013 
1,612,929

195,764 
1,000,920 
907,491 
11,191 
82,237 
290,228 
1,486,913

139,555 
△8,324 
△8,408 
195 

△110 
△5,215 
126,015

平成１７年９月末（２００５年９月３０日現在） 

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 評価差額 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成17年9月末（2005年9月30日現在）） 
該当ありません。 

（2）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

（注）中間連結貸借対照表計上額は、株式については、当中間連結会計期間末日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、当中
間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、当中間連結会計期間
末日における市場価格等に基づき行っております。 

 
 

25,931 
43,304 
102,235 
85,854

平成１７年９月末（２００５年９月３０日現在） 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

　当社貸付信託受益証券 

（3）時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。 

該当ありません。 

平成17年度中間期（2005年度中間期） 

■有価証券の時価等
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413,092 
998,184 
900,282 
13,058 
84,843 
162,610 
1,573,887

194,668 
1,032,058 
933,369 
13,116 
85,572 
166,004 
1,392,731

218,424 
△33,874 
△33,086 
△57 
△729 
△3,393 
181,155

平成１８年３月末（２００６年３月３１日現在） 

取得原価 連結貸借対照表計上額 評価差額 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年3月末（2006年3月31日現在）） 
該当ありません。 

（4）保有目的を変更した有価証券 
該当ありません。 

（2）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

（注）連結貸借対照表計上額は、株式については、当連結会計年度末日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、当連結会計年
度末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、当連結会計年度末日における市場価
格等に基づき行っております。 

 
 

23,817 
53,560 
66,548 
6,887

平成１８年３月末（２００６年３月３１日現在） 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

　当社貸付信託受益証券 

（3）時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。 

該当ありません。 

平成17年度（2005年度） 
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396,074 

904,723 

812,858 

12,677 

79,187 

337,983 

1,638,782

193,501 

928,507 

835,964 

12,765 

79,776 

341,355 

1,463,364

202,573 

△23,783 

△23,106 

△88 

△588 

△3,371 

175,417

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在） 

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 評価差額 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年9月末（2006年9月30日現在）） 
該当ありません。 

（2）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

（注）中間連結貸借対照表計上額は、国内株式については、当中間連結会計期間末日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、
当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、当中間連結会計
期間末日における市場価格等に基づき行っております。 

 

17,936 

56,348 

58,213 

5,000

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在） 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

　当社貸付信託受益証券 

（3）時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。 

該当ありません。 

平成18年度中間期（2006年度中間期） 
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2 金銭の信託の時価等 

（1）満期保有目的の金銭の信託（平成17年9月末（2005年9月30日現在）） 
該当ありません。 

（2）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成17年9月末（2005年9月30日現在）） 
該当ありません。 

（1）満期保有目的の金銭の信託（平成18年9月末（2006年9月30日現在）） 
該当ありません。 

（2）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成18年9月末（2006年9月30日現在）） 
該当ありません。 

（1）満期保有目的の金銭の信託（平成18年3月末（2006年3月31日現在）） 
該当ありません。 

（2）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成18年3月末（2006年3月31日現在）） 
該当ありません。 

平成17年度中間期（2005年度中間期） 

平成17年度（2005年度） 

平成18年度中間期（2006年度中間期） 
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（単位：百万円） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

126,015 
126,015 
51,174 
74,841 
170 

74,670

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）  

（△）少数株主持分相当額 

　　その他有価証券評価差額金 

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

3 その他有価証券評価差額金 
 

（単位：百万円） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

181,156 
181,156 
73,573 
107,582 
347 

107,235

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）  

（△）少数株主持分相当額 

　　その他有価証券評価差額金 

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 

（単位：百万円） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

175,419 
175,419 
71,237 
104,182 
245 

103,936

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）  

（△）少数株主持分相当額 

　　その他有価証券評価差額金 

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 

平成17年度中間期（2005年度中間期） 

平成17年度（2005年度） 

平成18年度中間期（2006年度中間期） 
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単体 

1 有価証券の時価等 

330,987 
992,596 
899,082 
11,386 
82,126 
257,115 
1,580,699

193,898 
1,000,920 
907,491 
11,191 
82,237 
262,331 
1,457,150

137,089 
△8,324 
△8,408 
195 

△110 
△5,215 
123,549

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

取得原価 中間貸借対照表計上額 評価差額 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成17年9月末（2005年9月30日現在）） 
該当ありません。 

（2）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

（注）中間貸借対照表計上額は、株式については、当中間会計期間末日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、当中間会計期間末
日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、当中間会計期間末日における市場価格等
に基づき行っております。 

 
112,127 
750 
 

17,037 
43,304 
102,235 
85,854

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

満期保有目的の債券 

子会社・関連会社株式 

　子会社株式 

　関連会社株式 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

　当社貸付信託受益証券 

（4）時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

中間貸借対照表の「有価証券」のうち主な内容を記載しております。 

（3）子会社・関連会社株式で時価のあるもの 
該当ありません。 

該当ありません。 

平成17年度中間期（2005年度中間期） 
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411,191 
998,184 
900,282 
13,058 
84,843 
136,707 
1,546,082

194,506 
1,032,058 
933,369 
13,116 
85,572 
140,101 
1,366,666

216,684 
△33,874 
△33,086 
△57 
△729 
△3,393 
179,416

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年3月末（2006年3月31日現在）） 
該当ありません。 

（2）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

（注）貸借対照表計上額は、株式については、当事業年度末日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、当事業年度末日における市場価
格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、当事業年度末日における市場価格等に基づき行っております。 

 
12,350 
750 
 

23,726 
53,560 
66,548 
6,887

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

満期保有目的の債券 

子会社・関連会社株式 

　子会社株式 

　関連会社株式 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

　当社貸付信託受益証券 

（4）時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

（3）子会社・関連会社株式で時価のあるもの 
該当ありません。 

貸借対照表の「有価証券」のうち主な内容を記載しております。 

該当ありません。 

平成17年度（2005年度） 
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394,742 

904,723 

812,858 

12,677 

79,187 

310,481 

1,609,947

193,399 

928,507 

835,964 

12,765 

79,776 

313,853 

1,435,759

201,343 

△23,783 

△23,106 

△88 

△588 

△3,371 

174,187

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

取得原価 中間貸借対照表計上額 評価差額 

株式 

債券 

　国債 

　地方債 

　社債 

その他 

合計 

（1）満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年9月末（2006年9月30日現在）） 
該当ありません。 

（2）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

（注）中間貸借対照表計上額は、株式については、当中間会計期間末日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額等により、また、それ以外については、当中間会計期間末
日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。ただし、減損処理に際して基準となる時価の算定は、当中間会計期間末日における市場価格等
に基づき行っております。 

 

12,350 

750 

 

17,845 

56,348 

58,213 

5,000

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

満期保有目的の債券 

子会社・関連会社株式 

　子会社株式 

　関連会社株式 

その他有価証券 

　非上場株式 

　非上場債券 

　非上場外国証券 

　当社貸付信託受益証券 

（4）時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

（3）子会社・関連会社株式で時価のあるもの 
該当ありません。 

中間貸借対照表の「有価証券」のうち主な内容を記載しております。 

2006年度中間期（平成18年度中間期） 

該当ありません。 

平成18年度中間期（2006年度中間期） 
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2 金銭の信託の時価等 

（1）満期保有目的の金銭の信託（平成17年9月末（2005年9月30日現在）） 
該当ありません。 

（2）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成17年9月末（2005年9月30日現在）） 
該当ありません。 

（1）満期保有目的の金銭の信託（平成18年3月末（2006年3月31日現在）） 
該当ありません。 

（2）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成18年3月末（2006年3月31日現在）） 
該当ありません。 

（1）満期保有目的の金銭の信託（平成18年9月末（2006年9月30日現在）） 
該当ありません。 

（2）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成18年9月末（2006年9月30日現在）） 
該当ありません。 

2005年度中間期（平成17年度中間期） 平成17年度中間期（2005年度中間期） 

平成17年度（2005年度） 

平成18年度中間期（2006年度中間期） 



68

3 その他有価証券評価差額金 

中間貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 （単位：百万円） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

174,187 
174,187 
70,720 
103,467

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金  

中間貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 （単位：百万円） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

123,549 
123,549 
50,161 
73,388

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金  

貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 （単位：百万円） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

179,416 
179,416 
72,843 
106,573

評価差額   

　　その他有価証券   

（△）繰延税金負債  

　　その他有価証券評価差額金  

4 貸付信託勘定の有価証券の時価等（単体） 

該当ありません。 

該当ありません。 

該当ありません。 

平成17年度中間期（2005年度中間期） 

平成17年度（2005年度） 

平成18年度中間期（2006年度中間期） 

平成17年度中間期（2005年度中間期） 

平成17年度（2005年度） 

平成18年度中間期（2006年度中間期） 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 

（注）時価評価されていない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。 
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5 指定金銭信託（一般口）勘定の有価証券の時価等（単体） 

有価証券　　　　株式 

　　　　　　　　債券 

　　　　　　　　その他 

合計 

（注）上場有価証券及び非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものについて時価を付しております。 

（単位：百万円） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

評価差額 時価 帳簿価額 

114 

24,814 

36,256 

61,185

114 

24,532 

35,173 

59,820

ー 

△281 

△1,083 

△1,364

有価証券　　　　株式 

　　　　　　　　債券 

　　　　　　　　その他 

合計 

（注）上場有価証券及び非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものについて時価を付しております。 

（単位：百万円） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

評価差額 時価 帳簿価額 

114 
27,068 
55,033 
82,216

114 
26,937 
53,329 
80,381

ー 
△130 
△1,704 
△1,835

有価証券　　　　株式 

　　　　　　　　債券 

　　　　　　　　その他 

合計 

（注）上場有価証券及び非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものについて時価を付しております。 

（単位：百万円） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

評価差額 時価 帳簿価額 

114 
31,986 
55,203 
87,304

114 
31,476 
53,006 
84,597

ー 
△510 
△2,196 
△2,707

平成17年度中間期（2005年度中間期） 

平成17年度（2005年度） 

平成18年度中間期（2006年度中間期） 
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連結 

（単位：百万円） 

契約額等 時価 評価損益 

取引所 

　金利先物 

　金利オプション 

店頭 

　金利先渡契約 

　金利スワップ 

　金利オプション 

合計 

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を（中間）連結損益計算書に計上しております。 
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用
しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 
２.時価の算定 
取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定して
おります。 

 
38,701 

ー 
 
ー 

10,703,306 
ー 

 
△1 
ー 
 
ー 

△1,938 
ー 

 
△1 
ー 
 
ー 

△1,938 
ー 

△1,939

 
△0 
ー 
 
ー 

△5,635 
ー 

△5,636

 
△0 
ー 
 
ー 

△5,635 
ー 

 
1,673 
ー 
 
ー 

8,876,250 
ー 

 
5 
ー 
 
ー 

△2,934 
ー 

△2,929

 
5 
ー 
 
ー 

△2,934 
ー 

 
6,635 
ー 
 
ー 

8,554,643 
ー 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

1 金利関連取引 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

2 通貨関連取引 

店頭 

　通貨スワップ 

　為替予約 

　通貨オプション 

合計 

（単位：百万円） 

契約額等 時価 評価損益 

 
ー 

322,517 
ー 

 
ー 
31 
ー 

 
ー 
31 
ー 
31

 
ー 

△49 
ー 

△49

 
ー 

△49 
ー 

 
ー 

376,203 
ー 

 
ー 
223 
ー 
223

 
ー 
223 
ー 

 
ー 

325,610 
ー 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を（中間）連結損益計算書に計上しております。 
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）等に基づき、ヘッジ会計を適
用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の（中間）連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該
外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

２．時価の算定 
割引現在価値等により算定しております。 

■デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益　
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3 株式関連取引 
該当ありません。 

5 商品関連取引 
該当ありません。 

6 クレジットデリバティブ取引 
該当ありません。 

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を（中間）連結損益計算書に計上しております。 
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２.時価の算定 
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。 

（単位：百万円） 
4 債券関連取引 

契約額等 時価 評価損益 

 
3,640 
ー 
 

 
△3 
ー 
 

 
△3 
ー 
△3

 
6 
ー 
6

 
6 
ー 
 

 
3,071 
ー 
 

 
2 
ー 
2

 
2 
ー 
 

 
415 
ー 
 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

取引所 

　債券先物 

　債券先物オプション 

合計 
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単体 

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を（中間）損益計算書に計上しております。 
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用
しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 
２.時価の算定 
取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定
しております。 

1 金利関連取引 
（単位：百万円） 

契約額等 時価 評価損益 

取引所 

　金利先物 

　金利オプション 

店頭 

　金利先渡契約 

　金利スワップ 

　金利オプション 

合計 

 
38,701 

ー 
 
ー 

10,703,306 
ー 

 
△1 
ー 
 
ー 

△1,938 
ー 

 
△1 
ー 
 
ー 

△1,938 
ー 

△1,939

 
△0 
ー 
 
ー 

△5,635 
ー 

△5,636

 
△0 
ー 
 
ー 

△5,635 
ー 

 
1,673 
ー 
 
ー 

8,876,250 
ー 

 
5 
ー 
 
ー 

△2,934 
ー 

△2,929

 
5 
ー 
 
ー 

△2,934 
ー 

 
6,635 
ー 
 
ー 

8,554,643 
ー 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

2 通貨関連取引 

店頭 

　通貨スワップ 

　為替予約 

　通貨オプション 

合計 

（単位：百万円） 

契約額等 時価 評価損益 

 
ー 

175,535 
ー 

 
ー 
33 
ー 

 
ー 
33 
ー 
33

 
ー 

△55 
ー 

△55

 
ー 

△55 
ー 

 
ー 

224,597 
ー 

 
ー 
203 
ー 
203

 
ー 
203 
ー 

 
ー 

212,002 
ー 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を（中間）損益計算書に計上しております。 
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）等に基づき、ヘッジ会計を
適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の（中間）貸借対照表表示に反映されているものについては、
上記記載から除いております。 

２．時価の算定 
割引現在価値等により算定しております。 
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3 株式関連取引 
該当ありません。 

5 商品関連取引 
該当ありません。 

6 クレジットデリバティブ取引 
該当ありません。 

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を（中間）損益計算書に計上しております。 
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２.時価の算定 
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。 

4 債券関連取引 
（単位：百万円） 

契約額等 時価 評価損益 

 
3,640 
ー 
 

 
△3 
ー 
 

 
△3 
ー 
△3

 
6 
ー 
6

 
6 
ー 
 

 
3,071 
ー 
 

 
2 
ー 
2

 
2 
ー 
 

 
415 
ー 
 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

取引所 

　債券先物 

　債券先物オプション 

合計 
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（単位：億円） 

契約金額・想定元本 信用リスク相当額 

101,033 
0 

2,348 
0 
0 
ー 
ー

103,381

700 
0 
41 
0 
0 
ー 

△465 
275

83,532 
0 

2,847 
0 
0 
ー 
ー 

86,379

786 
0 
60 
0 
0 
ー 

△617 
230

（注）１．上記計数は自己資本比率基準に基づきます。また、信用リスク相当額の算出にあたっては、カレントエクスポージャー方式を採用しております。 
２．なお、自己資本比率基準の対象になっていない取引所取引及び原契約期間が14日以内の外国為替関連取引などの契約金額・想定元本は次のとおりであります。 

（単位：億円） 

先物外国為替取引 

金利オプション（売） 

通貨オプション（売） 

その他の金融派生商品 

合計 

122 
0 
0 

1,585 
1,707

契約金額・想定元本 

コミットメント 

保証取引 

その他 

合計 

9,697 
397 
ー 

10,094

金利スワップ 

通貨スワップ 

先物外国為替取引 

金利オプション（買） 

通貨オプション（買） 

その他の金融派生商品 

ネッティング契約によるリスク削減効果 

合計 

契約金額・想定元本 信用リスク相当額 契約金額・想定元本 信用リスク相当額 

289 
0 
0 
90 
379

9,748 
457 
ー 

10,205

80,604 
0 

2,202 
100 
0 
ー 
ー 

82,907

607 
0 
54 
0 
0 
ー 

△441 
220

271 
0 
0 

1,675 
1,947

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

10,368 
481 
ー 

10,849

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

（単位：億円） 

金融派生商品取引及び先物外国為替取引 

与信関連取引（契約金額） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

■オフバランス取引の状況
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預金 

譲渡性預金 

金銭信託 

年金信託 

財産形成給付信託 

貸付信託 

総資金量 

27,791 
5,021 

201,229 
45,554 
64 

2,399 
282,059

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（1）総資金量の推移 （単位：億円） 

（注）総資金量は預金、譲渡性預金及び金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の信託財産の合計額であります。 

国内業務部門 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定自由金利定期預金 

　　　うち変動自由金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

国際業務部門 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定自由金利定期預金 

　　　うち変動自由金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

合計 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定自由金利定期預金 

　　　うち変動自由金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

 
 

5,655 
4,538 
21,618 
20,249 
1,369 
355 

27,629 
5,021 
32,650 

 
 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
161 
161 
ー 
161 
 
 

5,655 
4,538 
21,618 
20,249 
1,369 
517 

27,791 
5,021 
32,812

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（2）預金・譲渡性預金 
〈期末残高〉 （単位：億円） 

（注）流動性預金＝当座預金＋普通預金＋通知預金 

■営業の概況／資金部門
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国内業務部門 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定自由金利定期預金 

　　　うち変動自由金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

国際業務部門 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定自由金利定期預金 

　　　うち変動自由金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

合計 

　預金 

　　流動性預金 

　　　うち有利息預金 

　　定期性預金 

　　　うち固定自由金利定期預金 

　　　うち変動自由金利定期預金 

　　その他の預金 

　合計 

　譲渡性預金 

総合計 

 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

 
 

5,628 
4,553 
20,131 
18,502 
1,628 
210 

25,970 
5,266 
31,237 

 
 
ー 
ー 
14 
14 
ー 
104 
118 
ー 
118 
 
 

5,628 
4,553 
20,145 
18,517 
1,628 
315 

26,089 
5,266 
31,356

〈平均残高〉 （単位：億円）

（注）１.流動性預金＝当座預金＋普通預金＋通知預金 
２.国際業務部門及び合計の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。 
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平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（3）定期預金の残存期間別残高 （単位：億円） 

３ヵ月未満 定期預金 

 　うち固定自由金利定期預金 

 　うち変動自由金利定期預金 

３ヵ月以上６カ月未満 定期預金 

 　うち固定自由金利定期預金 

 　うち変動自由金利定期預金 

６ヵ月以上１年未満 定期預金 

 　うち固定自由金利定期預金 

 　うち変動自由金利定期預金 

１年以上２年未満 定期預金 

 　うち固定自由金利定期預金 

 　うち変動自由金利定期預金 

２年以上３年未満 定期預金 

 　うち固定自由金利定期預金 

 　うち変動自由金利定期預金 

３年以上 定期預金 

 　うち固定自由金利定期預金 

 　うち変動自由金利定期預金 

合計 定期預金 

 　うち固定自由金利定期預金 

 　うち変動自由金利定期預金 

 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

4,434 
4,129 
304 
2,734 
2,452 
282 
5,074 
4,438 
635 
3,895 
3,813 
82 

2,600 
2,572 
28 

2,878 
2,843 
35 

21,618 
20,249 
1,369

 
39 

157,458 
4,269 
26,573 
11,451 
199,791 

 
ー 
ー 
293 
2,084 
ー 

2,378

（4）信託期間別元本残高 （単位：億円） 

金銭信託 

　１年未満 

　１年以上２年未満 

　２年以上５年未満 

　５年以上 

　その他のもの 

　合計 

貸付信託 

　１年未満 

　１年以上２年未満 

　２年以上５年未満 

　５年以上 

　その他のもの 

　合計 

（注）その他のものは、金銭信託（１ヵ月据置型）、金銭信託（新１年据置型）その他であります。 
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（1）貸出金の残高 
〈銀行勘定〉 

1,727 
30,499 
4,053 
32 

36,312

ー 
148 
ー 
ー 
148

1,727 
30,648 
4,053 
32 

36,461

期末残高 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

手形貸付 

証書貸付 

当座貸越 

割引手形 

計 

〈信託勘定〉 

9,265 
46 
60 
ー 

9,372

期末残高 

証書貸付 

手形貸付 

当座貸越 

割引手形 

計 

（単位：億円） 

1,719 
29,460 
3,674 
31 

34,885

ー 
159 
ー 
ー 
159

1,719 
29,619 
3,674 
31 

35,045

平均残高 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

手形貸付 

証書貸付 

当座貸越 

割引手形 

計 

（注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

（単位：億円） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（単位：億円） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

（2）貸出金の使途別内訳 
〈銀行勘定〉 

（注）（　　）内は構成比であります。 

設備資金 

運転資金 

計 

（ 　 ） 
（ 　 ） 
（ 　 ） 

11,080 
25,380 
36,461

30.3 
69.6 
100.0

〈信託勘定〉 （単位：億円、％） 

（注）１.（　　）内は構成比であります。 
２.ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

設備資金 

運転資金 

計 

1,128 
8,243 
9,372

（単位：億円、％） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

 

（ 　 ） 
（ 　 ） 
（ 　 ） 

12.0 
87.9 
100.0

 

■営業の概況／投融資部門



79

（3）貸出金の残存期間別残高 
〈銀行勘定〉 （単位：億円） 

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。 

１年以下 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

１年超３年以下 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

３年超５年以下 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

５年超７年以下 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

７年超及び 貸出金 
期間の定めのないもの  うち変動金利 

  うち固定金利 

合計 貸出金 

  うち変動金利 

  うち固定金利 

16,909 
ー 
ー 

8,204 
5,320 
2,883 
3,877 
2,806 
1,071 
2,580 
1,950 
630 
4,889 
4,650 
239 

36,461 
ー 
ー 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（4）貸出金の担保別内訳 
〈銀行勘定〉 （単位：億円） 

132 
3,813 
10,348 

8 
751 
65 
160 

15,280 
1,339 
19,841 
36,461 
200

有価証券 

債権 

土地建物 

工場 

財団 

船舶 

その他 

計 

保証 

信用 

合計 

　（うち劣後特約付貸出金） （　　　） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 
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（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
 

〈信託勘定〉 

0 
681 
82 
ー 
54 
ー 
179 
997 
7,917 
457 
9,372 
ー 

有価証券 

債権 

土地建物 

工場 

財団 

船舶 

その他 

計 

保証 

信用 

合計 

　（うち劣後特約付貸出金） （　　　） 

（単位：億円） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（5）貸出金の業種別内訳 
〈銀行勘定〉 （単位：億円、％） 

36,423 
3,945 
66 

1,155 
1,034 
246 
2,085 
2,235 
5,379 
7,784 
2,650 
196 
3,000 
6,641 
38 
17 
21 

36,461

100.0 
10.8 
0.2 
3.2 
2.9 
0.7 
5.7 
6.1 
14.8 
21.4 
7.3 
0.5 
8.2 
18.2 
100.0 
44.9 
55.1

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） 

　製造業 

　鉱業 

　建設業 

　電気・ガス・熱供給・水道業 

　情報通信業 

　運輸業 

　卸売・小売業 

　金融・保険業 

　不動産業 

　各種サービス業 

　地方公共団体 

　政府等 

　その他 

海外店分及び特別国際金融取引勘定分 

　政府等 

　商工業 

合計 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（注）（　　）内は構成比であります。 
 

（注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 
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（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 
（ ） 

（注）１.（　　）内は構成比であります。 
２.ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

（注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

〈信託勘定〉 （単位：億円、％） 

製造業 

建設業 

電気・ガス・熱供給・水道業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

各種サービス業 

地方公共団体 

その他 

合計 

70 
18 
0 
39 
54 
8 
75 
735 
22 
245 
8,101 
9,372

0.8 
0.2 
0.0 
0.4 
0.6 
0.1 
0.8 
7.9 
0.2 
2.6 
86.4 
100.0

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（6）貸出金の契約期間別残高 
〈信託勘定〉 （単位：億円） 

１年以下 

１年超３年以下 

３年超５年以下 

５年超７年以下 

７年超 

合計 

161 
9 

194 
4,927 
4,078 
9,372

（7）中小企業等に対する貸出金 
〈銀行勘定〉 （単位：億円、％） 

総貸出金（Ａ） 

中小企業・個人への貸出金（Ｂ） 

比率（Ｂ／Ａ） 

36,423 
18,982 
52.1

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（注）１．銀行勘定の貸出金残高には、海外店分及び特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。 
２．中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、 
サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります。 

３.ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 

〈信託勘定〉 （単位：億円、％） 

総貸出金（Ａ） 

中小企業・個人への貸出金（Ｂ） 

比率（Ｂ／Ａ） 

9,372 
8,940 
95.3

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 
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（8）個人向け貸出金の残高 
〈銀行勘定・信託勘定合計〉 

2,789 
626 
2,878 
196 
6,490

住宅ローン 

消費者ローン　 

ビル・アパートローン等 

その他 

合計 

（9）支払承諾見返の担保別内訳 （単位：億円） 

ー 
8 
0 
0 
0 

483 
492

有価証券 

債権 

動産不動産 

その他 

保証 

信用 

合計 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（単位：億円） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 
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（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 
 
 

（  　　） 
 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 
 
 

（  　　） 
 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 
 
 

（  　　） 
 

 
8,128 
58.4 
126 
0.9 

1,355 
9.7 

4,168 
29.9 
135 
0.9 
ー 
ー 

13,914 
100.0 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

3,774 
100.0 
3,686 
88 

3,774 
100.0 

 
8,128 
45.9 
126 
0.7 

1,355 
7.6 

4,168 
23.5 
3,909 
22.1 
3,686 
88 

17,689 
100.0

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（単位：億円、％） 

国内業務部門 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

 

国際業務部門 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

 

合計 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

（注）（　　）内は構成比であります。 

（10）有価証券種類別残高 
〈銀行勘定〉 
期末残高 
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（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 
 
 

（  　　） 
 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 
 
 

（  　　） 
 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 

（  　　） 
 
 
 

（  　　） 
 

  
8,920 
69.4 
129 
1.0 

1,389 
10.8 
2,288 
17.8 
125 
0.9 
ー 
ー 

12,853 
100.0 

 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

2,322 
100.0 
2,234 
88 

2,322 
100.0 

 
8,920 
58.7 
129 
0.8 

1,389 
9.1 

2,288 
15.0 
2,448 
16.1 
2,234 
88 

15,176 
100.0

平成１８年度中間期 
（２００６年４月１日から２００６年９月３０日まで） 

（単位：億円、％） 

国内業務部門 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

 

国際業務部門 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

 

合計 

　国債 

 

　地方債 

 

　社債 

 

　株式 

 

　その他の証券 

 

　　うち外国債券 

　　うち外国株式 

　計 

 

 

 

平均残高 

（注）１．（　　）内は構成比であります。 
２．国際業務部門及び合計の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。 



85

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

計 

40,754 
2,450 
10,783 
21,103 
20,832 
95,924

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（単位：億円） 

〈信託勘定〉 
期末残高 

499 
5 

458 
ー 
188 
137 
ー 
802 
55 
452 
ー 
238 
212 
ー 

1,222 
25 
274 
ー 

2,084 
2,063 
ー 
447 
7 
22 
ー 
148 
147 
ー 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（単位：億円） 

（11）有価証券残存期間別残高 
〈銀行勘定〉 

１年以下 

 

 

 

 

 

 

１年超３年以下 

 

 

 

 

 

 

３年超５年以下 

 

 

 

 

 

 

５年超７年以下 

 

 

 

 

 

 

 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

 （次頁へ続く） 

（注）ここにいう信託勘定とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託ならびに貸付信託を指すものとします。 
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（前頁より続く） 

2,296 
32 
147 
ー 
650 
650 
ー 

2,860 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

4,168 
600 
474 
88 

8,128 
126 
1,355 
4,168 
3,909 
3,686 
88

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

（単位：億円） 

７年超１０年以下 

 

 

 

 

 

 

１０年超 

 

 

 

 

 

 

期間の定めのないもの 

 

 

 

 

 

 

合計 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

　うち外国債券 

　うち外国株式 
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（13）リスク管理債権の残高 

当社は銀行勘定に対するⅣ分類相当額の引当額を帳簿残高から控除する部分直接償却を実施しております。 

なお、銀行勘定単体の平成１７年９月末は再生専門子会社を合算した計数であります。 

銀行勘定 

破綻先債権 

延滞債権 

３ヵ月以上延滞債権 

貸出条件緩和債権 

合計 

16 
118 
3 

675 
814

単　体 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

26 
91 
11 
655 
785

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

30 
465 
5 

309 
810

ー 
ー 
ー 
0 
0

ー 
68 
1 
0 
69

0 
0 
ー 
38 
38

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

18 
126 
3 

675 
824

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

27 
100 
11 
655 
795

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

32 
474 
5 

309 
822

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

破綻先債権 

延滞債権 

３ヵ月以上延滞債権 

貸出条件緩和債権 

合計 

 

元本補てん契約のある信託勘定 

（単位：億円、％） 

 
 

（         ） 
 

（         ） 

（12）貸出金及び有価証券の預金に対する割合 
〈銀行勘定〉 

単　体 

 

連　結 

（単位：億円） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

国内業務部門 国際業務部門 合計 

預金（Ａ） 

貸出金（Ｂ） 

預貸率（Ｂ／Ａ） 

有価証券（Ｃ） 

預証率（Ｃ／Ａ） 

（注）１.預金は譲渡性預金を含んでおります。 
２.（　　）内は期中平均残高預貸率、預証率であります。 

開示する内容については以下のとおりであります。 
なお、これらの貸出金残高は、差し入れられた担保等を控除する前の金額であり、回収不能となり得る金額を表示しているわけではありません。 
（注）１．「破綻先債権」とは元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計

上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、次のいずれかの事由が生じている貸出金をいいます。 
（１）会社更生法又は金融機関の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立て 
（２）民事再生法の規定による再生手続開始の申立て 
（３）破産法の規定による破産の申立て 
（４）商法の規定による整理開始又は特別清算開始の申立て 
（５）手形交換所による取引停止処分 
（６）外国の政府、中央銀行又は地方公共団体に対する金銭債権のうち、これらの者の長期にわたる債務の履行遅滞によりその経済的な価値が著しく減少し、かつ、その弁済

を受けることが著しく困難であると認められるもの 
２．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金を
いいます。 

３．「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で「破綻先債権」及び「延滞債権」に該当しないものをいいます。 
４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で「破綻先債権」、「延滞債権」及び「３ヵ月以上延滞債権」に該当しないものをいいます。 

32,650   
36,312   

111.2  111.6   
13,914   

42.6    41.1  

 
 

（         ） 
 

（           ） 

161   
148   

92.0  134.1   
3,774   

2,338.1  1,952.3  

 
 

（         ） 
 

（         ） 

32,812   
36,461   

111.1  111.7   
17,689   

53.9    48.3  
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本表に開示する内容は、以下のとおりであります。なお、これらの貸出金残高は、差し入れられた担保等を控除する前の金額であり、回収不能となり得る金額を表示しているわけで
はありません。 
（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれら

に準ずる債権をいいます。 
２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状況には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の
高い債権をいいます。 

３．「要管理債権」とは３ヵ月以上延滞債権（元金又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３ヵ月以上延滞している貸出債権をいう。）及び貸出条件緩和債権（経済
的困難に陥った債務者の再建又は支援を図り、当該債権の回収を促進すること等を目的に、債務者に有利な一定の譲歩を与える約定条件の改定等を行った貸出債権をい
う。）をいいます。 

４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上に掲げる債権に該当しないものをいいます。 

（14）金融再生法施行規則に基づく開示債権の残高 

当社は銀行勘定に対するⅣ分類相当額の引当額を帳簿残高から控除する部分直接償却を実施しております。 

なお、銀行勘定単体の平成１７年９月末は再生専門子会社を合算した計数であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

危険債権 

要管理債権 

小計 

正常債権 

合計 

（単位：億円） 元本補てん契約のある信託勘定 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

危険債権 

要管理債権 

小計 

正常債権 

合計 

単　体 

銀行勘定 
単　体 

（単位：億円） 

連　結 

（単位：億円） 

35 
103 
682 
822 

35,646 
36,468

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

48 
292 
670 
1,011 
36,691 
37,702

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

46 
447 
317 
811 

34,147 
34,958

45 
103 
682 
831 

35,468 
36,300

59 
292 
670 
1,021 
36,523 
37,545

58 
447 
317 
823 

32,994 
33,817

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

ー 
ー 
0 
0 

983 
983

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

ー 
68 
1 
69 
589 
658

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

0 
0 
38 
38 

1,039 
1,078

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 
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（16）貸出金の償却額 
〈銀行勘定〉 （単位：百万円） 

（注）特定海外債権は、貸倒引当金（特定海外債権引当勘定）の引当対象とされる貸出金であります。 

3,000償却額 

（17）特定海外債権残高 

　インドネシア 

　その他（2カ国） 

　合計 

　資産の総額に対する割合 

22 
0 
22 

（0.03%） 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

1,424927

（単位：億円） 

 
29,246 
29,246 
25,643 

 
2,684 
2,684 
14 

4,493 
 

276 
276 
378 

32,207

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

 
25,643 
26,450 
18,000 

 
4,507 
8,720 
6,021 
17,162 

 
376 
376 
556 

30,527

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

 
23,362 
23,362 
17,193 

 
16,270 
16,270 
1,695 
17,275 

 
517 
517 
536 

40,151 

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

（15）貸倒引当金内訳 
〈銀行勘定〉 （単位：百万円） 

（注）１．外貨建計上分については、各期末日の為替相場により円換算しております。なお、為替相場の変動により為替換算差が生じるため、各期末残高と前期末残高との差額は期中
増減額とは一致しません。 

２.平成１８年３月末の一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の「期中増加額」には（株）みずほアセットとの合併によるものがそれぞれ８０６百万円、４,２１３百万円含まれております。 

一般貸倒引当金 

　　残高 

　　期中増加額 

　　期中減少額 

個別貸倒引当金 

　　残高 

　　期中増加額 

　　期中減少額（目的使用） 

　　期中減少額（その他） 

特定海外債権引当勘定 

　　残高 

　　期中増加額 

　　期中減少額 

貸倒引当金残高合計 

平成１７年度中間期 
２００５年４月１日から 
２００５年９月３０日まで （　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　） 

平成１８年度中間期 
２００６年４月１日から 
２００６年９月３０日まで 

平成１７年度 
２００５年４月１日から 
２００６年３月３１日まで （　　　　　　　　　） 
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（単位：千円） 

平成１５年（２００３年）

３月１２日 
ー 247,231,913 旧みずほアセット信託銀行（注）と旧みずほ信託銀行との合併 

年月日 異動額 異動後資本金 摘　要 

（1）資本金の推移 

みずほ信託銀行 

（単位：千円） 

平成１４年（２００２年）

３月５日 

平成１４年（２００２年）

３月２６日 

△150,000,000 
 

60,000,000

187,231,913 
 

247,231,913

減資（資本金額のみを減少する方法による） 

 

第三者割当増資（第二回第三種優先株式）800,000千株  発行価格150円  資本組入額75円 

年月日 異動額 異動後資本金 摘　要 

（2）発行済株式数の推移 
（単位：千株） 

（単位：千円） 

平成１１年（１９９９年）   

３月３１日 

平成１１年（１９９９年） 

４月１日 

平成１１年（１９９９年） 

１０月１日 

平成１２年（２０００年） 

１０月１日 

5,000,000 
 

20,000,000 
 

60,000,000 
 

15,000,000

20,000,000 
 

40,000,000 
 

100,000,000 
 

115,000,000

有償　第三者割当 

 

富士信託銀行と合併 

 

有償　第三者割当 

 

興銀信託銀行と合併 

年月日 異動額 異動後資本金 摘　要 

普通株式 

優先株式 

5,024,755 
1,080,565

旧安田信託銀行 

旧みずほ信託銀行 

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

5,024,755 
1,100,000

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

5,024,755 
1,100,000

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

（注）２００２年４月に旧安田信託銀行から改称 

■資本金・株式の状況等
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247,231 
130,141 

ー 
15,373 
63,213 
96 
ー 
ー 
ー 

△152 
ー 

2,298 
ー 
ー 
ー 
ー 
 

327,869 
ー 

327,869 
ー 

78,938 
ー 

30,583 
182,200 
42,700 
139,500 
291,722 
291,722 

ー 
ー 

1,312 
618,279 
4,285,643 
209,169 
4,494,813 
19,432 
1,554 

4,514,246 
13.69%

平成１８年９月末 
（２００６年９月３０日現在） 

247,231 
135,000 

ー 
15,377 
72,312 
84 
ー 
 
ー 
83 
 

2,204 
ー 
0 
 
ー 
ー 

337,125 
ー 

337,125 
ー 

81,520 
ー 

26,847 
198,500 
42,700 
155,800 
306,867 
306,867 

ー 
ー 

1,445 
642,547 
4,223,642 
220,710 
4,444,352 
10,043 
803 

4,454,396 
14.42％ 

平成１８年３月末 
（２００６年３月３１日現在） 

247,231 
135,000 

ー 
12,215 
67,030 
71 
ー 
 
ー 

△529 
 

1,718 
ー 
0 
 
ー 
ー 
 
 

327,595 
ー 

56,707 
ー 

25,247 
182,400 
42,700 
139,700 
264,354 
264,354 

ー 
ー 

1,617 
590,333 
4,034,805 
209,787 
4,244,593 
22,889 
1,831 

4,267,483 
13.83%

平成１７年９月末 
（２００５年９月３０日現在） 

基本的項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補完的項目 

 

 

 

 

 

 

 

準補完的項目 

 

控除項目 

自己資本額 

リスク・アセット等 

 

 

 

 

 

連結自己資本比率（国際統一基準）＝（E）／（I）×１００ 

資本金 

　うち非累積的永久優先株 

新株式申込証拠金 

資本剰余金 

利益剰余金 

自己株式（△） 

自己株式申込証拠金 

社外流出予定額（△） 

その他有価証券の評価差損（△） 

為替換算調整勘定 

新株予約権 

連結子会社の少数株主持分 

　うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 

営業権相当額（△） 

のれん相当額（△） 

企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△） 

連結調整勘定相当額（△） 

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額） 

繰延税金資産の控除金額（△） 

計 （A） 

　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （注1） 

その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の45％ 

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 

一般貸倒引当金 

負債性資本調達手段等 

　うち永久劣後債務　 （注2） 

　うち期限付劣後債務及び期限付優先株　 （注3） 

計 

　うち自己資本への算入額　 （B） 

短期劣後債務 

　うち自己資本への算入額 （C） 

控除項目　 （注4）（D） 

（A）＋（B）＋（C）－（D）　 （E） 

資産（オン・バランス）項目 

オフ・バランス取引項目 

信用リスク・アセットの額 （F） 

マーケット・リスク相当額に係る額（（H）／8％） （G） 

（参考）マーケット・リスク相当額 （H） 

計（（F）＋（G）） （ I） 

 

（単位：百万円） 

（3）自己資本比率 

（国際統一基準） 

（注）１.告示第４条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。）であります。 
２.告示第５条第１項第４号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。 
  （１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること 
  （２）一定の場合を除き、償還されないものであること 
  （３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること 
  （４）利払い義務の延期が認められるものであること 
３.告示第５条第１項第５号及び第６号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。 
４.告示第７条第１項第１号に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第２号に規定するものに対する投資に相当する額であります。 
５.当社の連結自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する外部監査を「金融機関の内部管理体制に対する外部監査に関する実務指針」に基づき実施する
場合の当面の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第３０号）に基づき、監査法人による「合意された調査手続業務」を受けております。なお、これは、当社
の連結財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。 

６.平成１８年３月３１日における「繰延税金資産の純額に相当する額」は５,２３９百万円であり、「繰延税金資産の算入上限額」は１３４,８５０百万円であります。 
７．平成１８年９月３０日における繰延税金資産は純額で負債となっていることから、「繰延税金資産の純額に相当する額」の該当はありません。なお、「繰延税金資産の算入上限額」は１３１,１４７百万円であります。 

①連結自己資本比率 



92

247,231 
130,141 

ー 
15,367 

ー 
4,904 
53,625 

 
 
 
ー 
96 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

321,032 
ー 

321,032 
ー 

78,385 
ー 

29,246 
182,200 
42,700 
139,500 
289,831 
289,831 

ー 
ー 
923 

609,941 
4,258,347 
208,331 
4,466,678 
19,037 
1,522 

4,485,715 
13.59%

247,231 
135,000 

ー 
15,367 

3 
4,904 

 
ー 
 

62,559 
ー 
84 
ー 
 
ー 
 
ー 
 
ー 

329,982 
ー 

329,982 
ー 

80,737 
ー 

25,643 
198,500 
42,700 
155,800 
304,880 
304,880 

ー 
ー 

1,067 
633,795 
4,204,932 
219,494 
4,424,426 
9,174 
733 

4,433,601 
14.29％ 

247,231 
135,000 

ー 
12,212 

2 
3,269 

 
ー 

56,985 
 
ー 
65 
ー 
 
ー 
 
ー 
 
ー 
 
 

319,637 
ー 

55,597 
ー 

23,362 
182,400 
42,700 
139,700 
261,360 
261,360 

ー 
ー 
987 

580,010 
4,057,715 
208,975 
4,266,690 
22,511 
1,800 

4,289,201 
13.52%

基本的項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補完的項目 

 

 

 

 

 

 

 

準補完的項目 

 

控除項目 

自己資本額 

リスク・アセット等 

 

 

 

 

 

単体自己資本比率（国際統一基準）=（E）／（I）×１００ 

資本金 

　うち非累積的永久優先株 

新株式申込証拠金 

資本準備金 

その他資本剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

任意積立金 

中間未処分利益 

次期繰越利益 

その他 

自己株式（△） 

自己株式申込証拠金 

社外流出予定額（△） 

その他有価証券の評価差損（△） 

新株予約権 

営業権相当額（△） 

のれん相当額（△） 

企業結合により計上される無形固定資産相当額（△） 

繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額） 

繰延税金資産の控除金額（△） 

計 （A） 

　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （注1） 

その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の45％ 

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 

一般貸倒引当金 

負債性資本調達手段等 

　うち永久劣後債務　 （注2） 

　うち期限付劣後債務及び期限付優先株　 （注3） 

計 

　うち自己資本への算入額　 （B） 

短期劣後債務 

　うち自己資本への算入額 （C） 

控除項目　 （注4）（D） 

（A）＋（B）＋（C）－（D）　 （E） 

資産（オン・バランス）項目 

オフ・バランス取引項目 

信用リスク・アセットの額 （F） 

マーケット・リスク相当額に係る額（（H）／8％） （G） 

（参考）マーケット・リスク相当額 （H） 

計（（F）＋（G）） （ I） 

 

（単位：百万円） 

②単体自己資本比率 

（注）１.告示第１４条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。）であります。 
２.告示第１５条第１項第４号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。 
  （１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること 
  （２）一定の場合を除き、償還されないものであること 
  （３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること 
  （４）利払い義務の延期が認められるものであること 
３.告示第１５条第１項第５号及び第６号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。 
４.告示第１７条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。 
５.当社の自己資本比率の算定に関して、「自己資本比率の算定に関する外部監査を「金融機関の内部管理体制に対する外部監査に関する実務指針」に基づき実施する場合の当面の取扱い」（日本
公認会計士協会業種別監査委員会報告第３０号）に基づき、監査法人による「合意された調査手続業務」を受けております。なお、これは、当社の財務諸表に対する会計監査の一部ではありません。 

６.平成１８年３月３１日における「繰延税金資産に相当する額」は５,４８８百万円であり、「繰延税金資産の算入上限額」は１３１,９９２百万円であります。 
７.平成１８年９月３０日における繰延税金資産は純額で負債となっていることから、「繰延税金資産の純額に相当する額」の該当はありません。なお、「繰延税金資産の算入上限額」は１２８,４１３百万円であります。 

（国際統一基準） 
平成１８年９月末 

（２００６年９月３０日現在） 
平成１８年３月末 

（２００６年３月３１日現在） 
平成１７年９月末 

（２００５年９月３０日現在） 
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（4）株式の所有者別状況 

株主数 

所有株式数 

　割合 

政府及び 
地方公共団体 

外国法人等 
（うち個人） 

単元未満 
株式の状況 金融機関 証券会社 その他の法人 個人その他 計 

（注）１．自己株式６４８,７１２株は「個人その他」に６４８単元、「単元未満株式の状況」に７１２株含まれております。 
なお、自己株式６４８,７１２株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は６４１,７１２株であります。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が３１２単元含まれております。 

人 
　単元 
　  ％ 

人 

単元 

％ 

人 

単元 

％ 

人 

単元 
％ 

人 

単元 

％ 

人 
株 
 ％ 

人 
単元 

％ 

 人 
単元 

％ 

（１単元の株式数：千株） 

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在） 

普通株式 

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在）

株主数 

所有株式数 

　割合 

   人 
単元 
 ％ 

 人 
単元 
 ％ 

 人 
単元 
％ 

 人 
単元 
 ％ 

   人 
株 
％ 

 人 
単元 
 ％ 

人 
単元 
％ 

人 
単元 
％ 

（１単元の株式数：千株） 

政府及び 
地方公共団体 

外国法人等 
（うち個人） 

単元未満 
株式の状況 金融機関 証券会社 その他の法人 個人その他 計 

第一回第一種優先株式 

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在）

株主数 

所有株式数 

　割合 

 人 
単元 
 ％ 

    人 
 単元 

％ 

 人 
単元 
 ％ 

人 
単元 
 ％ 

人 
株 
％ 

人 
単元 
％ 

人 
単元 
％ 

人 
単元 
％ 

（１単元の株式数：千株） 

政府及び 
地方公共団体 

外国法人等 
（うち個人） 

単元未満 
株式の状況 金融機関 証券会社 その他の法人 個人その他 計 

第二回第三種優先株式 

 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

372 

ー 

ー（ー） 

ー（ー） 

ー（ー） 

1 

280,565 

100.00

1 

280,565 

100.00

ー 

ー 

ー 

103 

111,465 

2.21

104 

207,212 

4.12

124,297 

744,135 

14.81

ー 

2,256,829 

ー 

238（53） 

85,968（524） 

1.71（0.01） 

1,779 

3,873,719 

77.12

126,521 

5,022,499 

100.00

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー（ー） 

ー（ー） 

ー（ー） 

1 

800,000 

100.00

1 

800,000 

100.00
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（単位：円） （6）１株当たり情報（単体） 

１株当たり中間純利益 

潜在株式調整後1株当たり中間純利益 

１株当たり純資産額 

4.78 
2.74 
32.68

平成１８年度中間期 
（２００６年度中間期） 

（注）１株当たり純資産額は、中間期末純資産額から「中間期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を中間期末発行済普通株式数で除しております。 

（5）株式の所有数別状況 

（１単元の株式数：千株）普通株式 

株主数 

　割合 

所有株式数 

　割合 

１，０００ 
単元以上 

５ 
単元以上 

単元未満 
株式の状況 

１００ 
単元以上 

５００ 
単元以上 

５０ 
単元以上 

１０ 
単元以上 

１ 
単元以上 計 

（注）１．自己株式６４８,７１２株は「５００単元以上」に６４８単元、「単元未満株式の状況」に７１２株含まれております。 
なお、自己株式６４８,７１２株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は６４１,７１２株であります。 

２.「１００単元以上」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、３１２単元含まれております。 

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在）

（１単元の株式数：千株）第一回第一種優先株式 

株主数 

　割合 

所有株式数 

　割合 

１，０００ 
単元以上 

５ 
単元以上 

単元未満 
株式の状況 

１００ 
単元以上 

５００ 
単元以上 

５０ 
単元以上 

１０ 
単元以上 

１ 
単元以上 計 

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在）

（１単元の株式数：千株）第二回第三種優先株式 

株主数 

　割合 

所有株式数 

　割合 

１，０００ 
単元以上 

５ 
単元以上 

単元未満 
株式の状況 

１００ 
単元以上 

５００ 
単元以上 

５０ 
単元以上 

１０ 
単元以上 

１ 
単元以上 計 

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在）

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

 人 
 ％ 
株 
 ％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

  人 
％ 
株 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

  人 
 ％ 
単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

人 
％ 

単元 
％ 

 人 
％ 
株 
％ 

159 

0.12 

4,120,058 

82.03

118 

0.09 

83,622 

1.66

818 

0.64 

145,814 

2.90

1,309 

1.03 

82,046 

1.63

20,237 

15.99 

324,207 

6.45

19,270 

15.23 

113,635 

2.26

84,610 

66.87 

153,117 

3.04

126,521 

100.00 

5,022,499 

100.00

ー 

ー 

2,256,829 

ー 

1 

100.00 

280,565 

100.00

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

1 

100.00 

280,565 

100.00

ー 

ー 

372 

ー 

1 

100.00 

800,000 

100.00

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

1 

100.00 

800,000 

100.00

ー 

ー 

ー 

ー 



95

（単位：千株、％） 

（7）大株主の状況 

普通株式 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 

明治安田生命保険相互会社 

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

大成建設株式会社 

みずほインベスターズ証券株式会社 

三菱UFJ信託銀行株式会社（信託口） 

芙蓉総合リース株式会社 

株式会社武富士 

アイフル株式会社 

モルガン　ホワイトフライヤーズ　エキュイティ　ディリヴェイティヴ 

ビー･エヌ･ピー･パリバ･プライベートバンク シンガポール ブランチ 

日本橋興業株式会社 

株式会社損害保険ジャパン 

東武シェアードサービス株式会社 

新光証券株式会社 

大和証券株式会社 

野村證券株式会社 

太平洋セメント株式会社 

クレデイット　スイス　チューリッヒ 

SMBCフレンド証券株式会社（自己融資口） 

みずほ信託銀行持株会 

京浜急行電鉄株式会社 

日本油脂株式会社 

西松建設株式会社 

三菱UFJ証券株式会社 

日本精工株式会社 

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託B口） 

みずほ信託銀行株式会社（信託Z口） 

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分 トヨタ自動車退職給付信託口） 

その他共計 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

69.66 
0.99 
0.50 
0.45 
0.36 
0.24 
0.23 
0.20 
0.20 
0.20 
0.19 
0.19 
0.18 
0.17 
0.17 
0.16 
0.15 
0.15 
0.14 
0.14 
0.14 
0.14 
0.14 
0.14 
0.13 
0.13 
0.12 
0.12 
0.12 
0.12 

100.00

3,500,391 
50,000 
25,263 
22,819 
18,140 
12,179 
11,626 
10,354 
10,206 
10,050 
9,907 
9,577 
9,500 
9,005 
9,000 
8,414 
7,997 
7,812 
7,399 
7,379 
7,351 
7,309 
7,238 
7,096 
6,960 
6,550 
6,458 
6,384 
6,191 
6,157 

5,024,755

持株数 持株比率 

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在） 

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在） 

株主名 順位 

（単位：千株、％） 第一回第一種優先株式 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 100.00280,565
持株数 持株比率 株主名 

平成１８年９月末（２００６年９月３０日現在） 

（単位：千株、％） 第二回第三種優先株式 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 100.00800,000
持株数 持株比率 株主名 
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銀行法施行規則第１９条の２に基づく開示項目
［銀行の概況及び組織に関する次に掲げる事項］

１. 持株数の多い順に十以上の株主に関する次に掲げる事項

氏名（株主が法人その他の団体である場合には、その名称）

各株主の持株数

発行済株式の総数に占める各株主の持株数の割合

［銀行の主要な業務に関する事項として次に掲げるもの］

１. 直近の中間事業年度における事業の概況

２. 直近の三中間事業年度及び二事業年度における主要な業務の状況を示す指標として次に掲げる事項

経常収益

経常利益又は経常損失

中間純利益若しくは中間純損失

資本金及び発行済株式の総数

純資産額

総資産額

預金残高

貸出金残高

有価証券残高

単体自己資本比率

従業員数

信託報酬

信託勘定貸出金残高

信託勘定有価証券残高

信託財産額

３. 直近の中間事業年度における業務の状況を示す指標

＜主要な業務の状況を示す指標＞

業務粗利益及び業務粗利益率

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの資金運用収支、役務取引等収支、特定取引収支及びその他業務収支

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、利回り及び資金利ざや

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの受取利息及び支払利息の増減

総資産経常利益率及び資本経常利益率

総資産中間純利益率及び資本中間純利益率

＜預金に関する指標＞

国内業務部門及び国際業務部門の区分ごとの流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の預金の平均残高

固定自由金利定期預金、変動自由金利定期預金及びその他の区分ごとの定期預金の残存期間別の残高

＜貸出金等に関する指標＞

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高

固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残存期間別の残高

担保の種類別の貸出金残高及び支払承諾見返額

使途別の貸出金残高

業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

中小企業等に対する貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

特定海外債権残高の五パーセント以上を占める国別の残高

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの預貸率の期末値及び期中平均値

９５

９５

９５

４～１１・１８～２６

２０

２０

２０

２０

２０

２０

２０

２０

２０

２０

２０

２０

２０

２０

２０

４９・５０

４９・５０

５１～５３・５７

５４～５６

５０

５０

７６

７７

７８

７９

７９・８２

７８

８０

８１

８９

８７

（該当ページ）



＜有価証券に関する指標＞

有価証券の種類別の残存期間別の残高

国内業務部門及び国際業務部門の区分ごとの有価証券の種類別の平均残高

国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの預証率の期末値及び期中平均値

＜信託業務に関する指標＞

信託財産残高表

金銭信託等の期末受託残高

元本補てん契約のある信託の種類別の期末受託残高

信託期間別の金銭信託及び貸付信託の元本残高

金銭信託等の種類別の貸出金及び有価証券の区分ごとの期末運用残高

金銭信託等に係る貸出金の科目別の期末残高

金銭信託等に係る貸出金の契約期間別の期末残高

担保の種類別の金銭信託等に係る貸出金残高

使途別の金銭信託等に係る貸出金残高

業種別の金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

金銭信託等に係る有価証券の種類別の期末残高

［銀行の直近の二中間事業年度における財産の状況に関する次に掲げる事項］

１. 中間貸借対照表、中間損益計算書及び株主資本等変動計算書

２. 貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額

破綻先債権に該当する貸出金

延滞債権に該当する貸出金

三カ月以上延滞債権に該当する貸出金

貸出条件緩和債権に該当する貸出金

３. 元本補てん契約のある信託に係る貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、三カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に

該当するものの額並びにその合計額

４. 自己資本の充実の状況

５. 次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

有価証券

金銭の信託

第１３条の３第１項第５号に掲げる取引

６. 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

７. 貸出金償却の額

８. 中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について証券取引法第百九十三条の二の規定に基づき

公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合にはその旨

９. 単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合にはその旨
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８５・８６

８４

８７

４６

４７

４７

７７

４７

７８

８１

８０

７８

８１

８１

８５

３８～４１

８７

８７

８７

８７

８７

９２

５９～６９

５９～６９

７０～７４

８９

８９

４１

９２

（該当ページ）



98

銀行法施行規則第１９条の３に基づく開示項目
［銀行及びその子会社等の主要な業務に関する事項として次に掲げるもの］

１. 直近の中間事業年度における事業の概況

２. 直近の三中間連結会計年度及び二連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標として次に掲げる事項

経常収益

経常利益又は経常損失

中間純利益若しくは中間純損失

純資産額

総資産額

連結自己資本比率

［銀行及びその子会社等の直近の二中間連結会計年度における財産の状況に関する次に掲げる事項］

１. 中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書及び中間連結株主資本等変動計算書

２. 貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額

破綻先債権に該当する貸出金

延滞債権に該当する貸出金

三カ月以上延滞債権に該当する貸出金

貸出条件緩和債権に該当する貸出金

３. 自己資本の充実の状況

４. 銀行及びその子法人等が二以上の異なる種類の事業を営んでいる場合の事業の種類ごとの区分に従い、当該区分に属する

経常収益の額、経常利益又は経常損失の額及び資産の額として算出したもの

５. 中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書及び中間連結株主資本等変動計算書について証券取引法第百九十三条の

二の規定に基づき公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合にはその旨

６. 連結自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合にはその旨

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則第４条に基づく開示項目
破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

４～１１・１８～２６

１８

１８

１８

１８

１８

１８

２８～３１

８７

８７

８７

８７

９１

４５

３３

９１

８８

８８

８８

８８

（該当ページ）



 

本誌は、表紙・本文に古紙配合率100%再生紙と、 
地球に優しい大豆インキを使用しております。 

本中間期ディスクロージャー誌に関するお問い合わせは

　012 0 - 0 81- 5 4 8
ホームページアドレス 

http://www.mizuho-tb.co.jp/

2007年1月

みずほ信託銀行株式会社 

経営企画部広報チーム

〒103-8670 東京都中央区八重洲1-2-1 

TEL03（3278）8111（代表） 

この資料は、銀行法第21条に基づいて作成したディスクロージャー資料です。 

本資料には、将来の業績等に関する記述が含まれています。こうした記述は、
本資料作成時点における入手可能な情報および将来の業績に影響を与える
不確実な要因に係る仮定を前提としており、かかる記述および仮定は将来
実現する保証はなく、実際の結果と大きく異なる可能性があります。また、事
業戦略や業績等、将来の見通しに関する事項はその時点での当社の認識を反
映しており、一定のリスクや不確実性等が含まれています。これらのリスクや不
確実性の原因としては、与信関係費用の増加、株価下落、金利の変動、外国為
替相場の変動、法令違反、事務・システムリスク、日本における経済状況の悪化
その他さまざまな要因があげられます。これらの要因により、将来の見通しと
実際の結果は必ずしも一致するものではありません。 
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